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平成２６年第１回竹原市議会定例会会議録 

 

平成２６年３月３日開会 

  （平成２６年３月３日） 

        

議席順 氏     名 出  欠 

１ 山  元  経  穂 出 席 

２ 高  重  洋  介 出 席 

３ 堀  越  賢  二 出 席 

４ 川  本     円 出 席 

５ 井  上  美 津 子 出 席 

６ 山  村  道  信 出 席 

７ 大  川  弘  雄 出 席 

８ 道  法  知  江 出 席 

９ 宮  原  忠  行 出 席 

１０ 片  山  和  昭 出 席 

１１ 北  元     豊 出 席 

１２ 稲  田  雅  士 出 席 

１３ 松  本     進 出 席 

１４ 脇  本  茂  紀 出 席 

 

  職務のため議場に出席した者は，下記のとおりである 

    議会事務局長                   西 口 広 崇 

    議会事務局係長     住 田 昭 徳 
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説明のため議場に出席した者は，下記のとおりである 

 

職      名 氏    名 出 欠 

市         長 吉 田   基 出 席 

副    市    長 三 好 晶 伸 出 席 

教    育    長 竹 下 昌 憲 出 席 

総 務 部 長 今 榮 敏 彦 出 席 

総 務 課 長 桶 本 哲 也 出 席 

情 報 化 推 進 室 長  桶 本 哲 也 出 席 

企 画 政 策 課 長 福 田 吉 晴 出 席 

財 政 課 長 塚 原 一 俊 出 席 

税 務 課 長 沖 本   太 出 席 

会 計 管 理 者 前 本 憲 男 出 席 

監 査 委 員 事 務 局 長 桶 本 哲 也 出 席 

選挙管理委員会事務局長 今 榮 敏 彦 出 席 

市 民 生 活 部 長 谷 岡   亨 出 席 

市 民 健 康 課 長 森 野 隆 典 出 席 

まちづくり推進課長 宮 地 憲 二 出 席 

文 化 生 涯 学 習 室 長 堀 信 正 純 出 席 

忠 海 支 所 長 森 野 隆 典 出 席 

人 権 推 進 室 長 谷 岡   亨 出 席 

福 祉 課 長 平 田 康 宏 出 席 

子 ど も 福 祉 室 長 井 上 光 由 出 席 

建 設 産 業 部 長 後 藤 博 光 出 席 

産 業 振 興 課 長 中 川 隆 二 出 席 

商 工 観 光 室 長 國 川 昭 治 出 席 

建 設 課 長 大 田 哲 也 出 席 

都 市 整 備 課 長 有 本 圭 司 出 席 

区 画 整 理 室 長 有 本 圭 司 出 席 

上 下 水 道 課 長 沖 谷 秀 一 出 席 

農業委員会事務局長 中 川 隆 二 出 席 

教育委員会教育振興課長 久 重 雅 昭 出 席 

教育委員会学校教育課長 亀 井 伸 幸 出 席 

公 営 企 業 部 長 後 藤 博 光 出 席 
 



- 3 - 

付議事件は下記のとおりである        

 日程第 １ 会議録署名議員の指名について 

 日程第 ２ 会期の決定について 

 日程第 ３ 議案第 ５号 竹原市固定資産評価審査委員会委員の選任につき議会の同

意を求めることについて 

 日程第 ４ 議案第 ６号 広島県市町総合事務組合の共同処理する事務の変更及び広

島県市町総合事務組合規約の変更について 

 日程第 ５ 議案第 ７号 土地改良事業計画の変更について 

 日程第 ６ 議案第 ８号 字の区域の変更について 

 日程第 ７ 議案第 ９号 竹原市コミュニティ集会所の指定管理者の指定について 

 日程第 ８ 議案第１０号 大久野島毒ガス資料館の指定管理者の指定について 

 日程第 ９ 議案第１１号 竹原市黒滝ホームの指定管理者の指定について 

 日程第１０ 議案第１２号 老人集会所の指定管理者の指定について 

 日程第１１ 議案第１３号 竹原市在宅障害者デイ・サービスセンターの指定管理者の

指定について 

 日程第１２ 議案第１４号 竹原市ふくしの駅の指定管理者の指定について 

 日程第１３ 議案第１５号 竹原市職員の自己啓発等休業に関する条例案 

 日程第１４ 議案第１６号 竹原市消防賞じゅつ金及び殉職者特別賞じゅつ金の授与に

関する条例等を廃止する条例案 

 日程第１５ 議案第１７号 竹原市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 

 日程第１６ 議案第１８号 竹原市社会教育委員設置条例の一部を改正する条例案 
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              午前１０時００分 開会 

議長（稲田雅士君） 皆さんおはようございます。 

 ただいまの出席議員１４名であります。定足数に達しておりますので，これより平成２

６年第１回竹原市議会定例会を開会いたします。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 議長から報告をいたします。 

 まず，監査委員より平成２５年１１月から平成２６年１月分までの例月出納検査結果の

報告がありましたので，その写しをお手元に配付しておきましたから，御了承お願いいた

します。 

 次に，議長において受理いたしております陳情書等につきましては，陳情等受理状況一

覧表としてお手元に配付しておきましたので，御了承願います。 

 以上で議長からの報告を終わります。 

 これより日程に入ります。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１ 

議長（稲田雅士君） 日程第１，会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は，会議規則第１２０条の規定により，議長において山村道信君，松本

進君を指名をいたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第２ 

議長（稲田雅士君） 日程第２，会期の決定についてを議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 今期定例会の会期は，本日から３月１９日までの１７日間といたしたいと思います。こ

れに御異議ありますか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって，今期定例会の会期は，本日から３

月１９日までの１７日間といたしたいと思います。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第３ 

議長（稲田雅士君） 日程第３，議案第５号竹原市固定資産評価審査委員会委員の選任に
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つき議会の同意を求めることについてを議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第５号竹原市固定資産評価審査委員会委員の選任につき議会の

同意を求めることについて，提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，竹原市固定資産評価審査委員会委員のうち岡東なち子委員が平成２６年３月６

日をもって任期満了となりますので，その後任委員として，同氏を引き続き選任したいと

考え，地方税法第４２３条第３項の規定により議会の同意を求めるものであります。 

 固定資産評価審査委員会は３名の委員により構成され，固定資産課税台帳に登録された

事項に関する不服を審査決定するために設置されております。 

 岡東氏は，昭和４３年芸陽信用金庫に入庫され，平成１３年呉信用金庫を退職されるま

での間，呉信用金庫竹原支店長代理等を務められた経歴を有し，地域の実情を的確に捉え

る深い見識を持っておられ，平成１７年３月から竹原市固定資産評価審査委員会委員を務

めておられます。現在は，東野郵便局非常勤職員として，また手話サークル「しらさぎ」

の会員として，住民福祉向上のため活躍されており，固定資産評価審査委員会委員として

適任であると考えるものであります。 

 何とぞ御同意のほどよろしくお願いを申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 
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         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第４ 

議長（稲田雅士君） 日程第４，議案第６号広島県市町総合事務組合の共同処理する事務

の変更及び広島県市町総合事務組合規約の変更についてを議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第６号広島県市町総合事務組合の共同処理する事務の変更及び

広島県市町総合事務組合規約の変更について，提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，竹原市の非常勤職員にかかわる公務災害補償事務等を広島県市町総合事務組合

において共同処理するため，関係地方公共団体と協議の上，広島県市町総合事務組合の共

同処理する事務を変更し，これに伴い，広島県市町総合事務組合規約を変更するものであ

ります。 

 広島県市町総合事務組合につきましては，組合を組織する市町等の職員に対する退職手

当の支給及び非常勤職員の公務災害補償に係る事務を行うため設立された一部事務組合で

ありますが，このたび従前からの退職手当の支給にかかわる事務に加えて，非常勤職員の

公務災害補償にかかわる事務を共同処理することとし，事務の効率化を図るものでありま

す。 

 何とぞ，慎重に御審議をいただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって，本案は原案のとおり可決されまし
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た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第５ 

議長（稲田雅士君） 日程第５，議案第７号土地改良事業計画の変更についてを議題とい

たします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第７号土地改良事業計画の変更について，提案の理由を御説明

申し上げます。 

 本案は，団体営土地改良事業として平成２１年度から田万里町上田万里地区において実

施している圃場整備事業について，面積及び事業費を変更する必要が生じたため，土地改

良法第９６条の３第１項の規定により議会の議決を求めるものであります。 

 変更の内容につきましては，整備面積を当初の「１３ヘクタール」から「１２．５ヘク

タール」に，総事業費を当初の「２億４，１００万円」から「２億３，２４５万５，００

０円」に変更するものであります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） それでは，市長の提案を受けて，１点だけ質問したいというふう

に思います。 

 参考資料に圃場整備事業の概要書というのが載っておりますけれども，私が聞いておき

たいのは，総事業費が変更されまして，２億３，２４５万５，０００円という事業費の変

更が今回の提案なんですけども，この資料の横に事業の効果っていうんが載っておりま

す。これが，事業効果は１，５７２万２，０００円であります。要するに，新年度予算と

のかかわりもありますけれども，執行するに当たって最小限の経費で最大の効果というの

は，常々提案者としての基本的なやっぱり考えではないかと，私は理解をしております。 

 ここであえて聞きたいのは，提案自体は事業変更そのものですけれども，ここでの質問

っていいますのは，２億３，０００万円近い事業費に対して，この資料では，事業効果が

１，５７０万円余りしかない。投資に対して６．７％という極めて低い事業効果というこ
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とが，数値によっても明らかにされております。ですから，ここで市長に聞きたいのは，

私も圃場整備そのものを全て否定しているわけではありません，いろいろやっぱり田を集

約したりして，生産性を高めるという目的があるというのは，これまで私も重々承知して

いるわけですけれども，あえていろんな今の竹原市の公共事業をやる中で，緊急性，必要

性は，いろいろ考えがあるにしても，公共事業のこれをやってほしいということはあると

思うんです。そういう中の一つの判断として，総事業費，要するに投資に対する経済効果

というか，事業効果というか，いろいろ言い方しておりますけれども，今回の提案では，

圃場整備では投資に対する事業効果というのは６．７％しかないということについて，市

長に是非これだけ少ないんだけれども，圃場整備を今竹原市としてやっているんだ，やる

必要があるんだということの説明を是非していただきたいなということであります。 

議長（稲田雅士君） 産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） 土地改良事業に係る費用対効果の御質問かと思われますけ

ども，今回議案の参考資料におつけしております事業計画概要書，これにつきましては，

国の補助申請採択を受けるために，国のほうへ申請しておる資料をおつけしております。

ここに書かれてある事業の効果というのは，一部の事業効果を表示しているものでござい

まして，土地改良事業につきましては，事業を実施するスタート年次におけるもろもろの

評価を行います。といいますのが，事業が５年間，その後の評価については４０年間，合

わせて４５年間で事業効果を測定するという事業になっております。その中で，ここに書

かれてある事業の効果に表示してある部分については，農作物の生産の増大であるとか，

営農経費の節減，それから直接的に金銭的な評価が可能な項目，農業効果について表示を

しておるものでございまして，全体的には２０に及ぶ項目について事前評価をしまして，

事業を実施する２１年度のスタート年次においての現状を１としましたら，事業をやらな

かった場合の減益という目減りをする資産価値も含めて，そういう減益の部分と事業をや

ったときの増益の部分全体で現状の１を上回るかどうか，こういった評価をしておりま

す。ちなみに，上田万里地区については，２億５，０００万円の工事，投資をしておりま

すけども，その総費用に対する総便益というのが２億９，０００万円ということで評価を

させていただいておりますので，実際には，現状の１に対して１．２数％の増益になると

いうことで事業実施をしているものでございますので，御理解のほどよろしくお願いいた

します。 

議長（稲田雅士君） １３番。 
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１３番（松本 進君） 総便益というんが，ちょっと今言われて，投資に対する２億９，

０００万円近い，そういう……。総便益っていうのが，ちょっと私意味がわからないんで

すけども，普通私がここにある資料の中で言ったのは，数字としては事実だと思うんで

す。投資に対する事業効果っていうのは６．７％しかないよということの私の質問ですか

ら。ですから，さっき言った４０年間にわたって評価しとるよと，竹原市の場合だった

ら，作物をこういう作物をつくって，生産効果を上げて，これだけの４０年間の評価で経

済効果はあるんだということの説明をしないと，総便益が１．何倍あるとかということだ

けでは，ちょっと私は説明が不十分なんではないかということで，今日今あえて聞きたい

のは，例えば４０年間の試算ができないと言うんなら，また予算で聞きますけれども，農

作物というのは，私は上田万里で何をつくって，それだけ収益上げてもうかるんかなとい

うんが物すごい不安があるわけなんですよ。ですから，そうじゃないよと，松本が質問す

るけれども，これだけの４０年間の生産物をつくって収益を上げて，これだけの事業効果

を上げるんだという説明責任をきちっとすべきだということで，２回目です。 

議長（稲田雅士君） 産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） 今，費用対効果の手法について御説明をさせていただきま

した。そのうち，繰り返しになりますけども，農作物の生産の増大ということで，例えば

生産効果４６万円，営農経費の節減効果１，５８１万８，０００円ということで，これに

ついては事業着手年度の当初においての単年の事業効果ということで，これについても当

然四十数年間の中では減益の部分がございます。土地改良事業につきましては新設の事業

ではないということで，こういった既存施設の更新または事業効率といった観点で減益の

部分から増益になる部分，総額で２億９，０００万円の効果があるという試算になってお

りますので，それについては，例えば上田万里地区で申しますと，この圃場整備の事業の

実施後において，営農計画として集落法人において米のほか，アスパラやイチジクも増産

に向けてやっていくということで，これ事業が終わったらすぐにこういう営農ができると

いうことでもございませんので，そういう長期間の試算になっているということで御理解

のほどよろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） 最後の質問になろうかと思うんですが，さっき私が言ったのは，

事業費に対する事業効果はこうですよと書いてある。それと，今の説明で，４０年間のい

ろいろ作物というんがなかなか明確に説明されないから，またに聞きますけれども，少な
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くとも２．９億円の便益ということがあるということだけは今言われましたよね。ですか

ら，２億３，０００万円投資して２．９億円の便益があるよということで，私はゼロとい

う意味ではないんですけども，生産圃場整備そのものを私は全く否定するわけではないん

ですが，そういったさまざまないろんな公共事業をやってほしいという要望がある中で，

圃場整備を選択する最大の目的っていうんですか，竹原市としては，こういうことがやっ

ぱり事業効果以外に２億９，０００万円便益がある，それ以外にも竹原市として，この圃

場整備をやって，こういう効果をはかり知れない効果があるんだという説明をわかりやす

くしていただきたいなと思うんですが，そこはどうですか。 

議長（稲田雅士君） 産業振興課長。 

産業振興課長（中川隆二君） 事業効果の御質問でございますけども，先ほども申しまし

たように，この地域においてこの事業をやったときやらなかったときの便益の差，これに

ついては先ほども御説明したとおりでございます。この土地改良事業というのが，通常の

道路とか河川などの補助事業と違いまして，地域の地権者，いわゆる生産者，農家さんか

らの要請といいますか，土地を当然圃場整備，区画整理をするわけですので，土地の提出

がないと，この事業は事業化されないということがございます。当然，その中で，先ほど

申しました事業の効果，総費用に対する総便益というのが１を超えないと事業効果がない

ということでございますので，その辺の評価をした上で，地域にとっても，農道，水路も

含めまして，そういった改良によりまして作業効率が格段によくなるという部分について

は，後世に引き継ぐ財産としては有効な事業だというふうに考えております。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 
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         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第６ 

議長（稲田雅士君） 日程第６，議案第８号字の区域の変更についてを議題といたしま

す。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第８号字の区域の変更について，提案の理由を御説明申し上げ

ます。 

 本案は，田万里町上田万里地区圃場整備事業について，事業の施行により土地の区画形

態等の変更が行われ，字の区域を変更する必要が生じたため，施行区域内の字の区域の変

更をすることについて，地方自治法第２６０条第１項の規定により議会の議決を求めるも

のであります。 

 なお，この字の区域の変更は，地方自治法施行令第１７９条の規定により，土地改良法

第５４条第４項の規定による換地処分の公告があった日の翌日から効力を生じるものであ

ります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 
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  日程第７ 

議長（稲田雅士君） 日程第７，議案第９号竹原市コミュニティ集会所の指定管理者の指

定についてを議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第９号竹原市コミュニティ集会所の指定管理者の指定につい

て，提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，地方自治法第２４４条の２第３項の規定により，竹原市コミュニティ集会所の

指定管理者を指定するものであります。 

 竹原市コミュニティ集会所につきましては，その設置目的，利用状況等を鑑み，地域に

密着した管理運営による地域の活性化などの効果を含め総合的に検討した結果，非公募と

して集会所を設置している地域の自治会を指定管理者に指定することとし，これらの団体

と協議を行い，指定管理者の指定の申請に基づき審査を行った結果，適当と認め，２０件

の竹原市コミュニティ集会所について，平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日ま

での間，指定管理者として指定するものであります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） それでは，議案第９号の公の施設の指定管理者について質問しま

す。 

 これから，これを含めて６件の公の施設の指定管理の議案ということでありますので，

共通する分もありますけれども，その分を含めてこの場で聞いて，あとはそれぞれ個別に

は聞きたいと思うんですけれども。 

 確認したいというのは，これまで私も公の施設の指定管理者というのは，自治法上はで

きる規定であって，それぞれやったけれども，いろいろ検証した結果，それはどうなの

か，いいか悪いかっていうことをやっぱりきちっと総括して今後の対応をすべきじゃない

かということをこれまで言ってきました。 

 それで，確認の１つは，この地方自治法上の中に，公の施設の設置目的ということで，

地方自治法の２４４条の２の第３項に書いてありまして，地方公共団体は，公の施設の設
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置の目的を効果的に達成するため，必要があると認めるとき指定管理者にできますよとい

うような自治法上の規定がきちっとあります。ですから，効果的に達成するということが

書いてありますけれども，そこの効果的の解釈なんですけれども，これまで市がやってき

た資料を見てみますと，２年前の民生産業委員会の資料を見てみますと，ここのとこが１

つは住民サービスの向上とか，２つ目は行政コストの縮減っていう２つの理由を書いてあ

るんです。市としての考えですから，住民サービスと，それはいいんですけども，２つ目

の行政コストの縮減，行政委託料とか，そういうコストを削減しなさいよということが２

つ目に書かれてあります。ですから，先ほど私が地方自治法の設置条例をあえて引用した

のは，行政コストという直接的な言葉は書いてないわけですけれども，設置目的を効果的

にという，効果的ということで書いてありました。それで，少なくとも，ここで第１番目

の質問をしたいのは，市の考えとしては，行政コストの縮減を，これ大きな１つだろうと

思うんですが，そういったコスト削減が大きな目的なのかということも確認したいのが１

つと，具体的に今提案された分は，コミュニティーセンター２０カ所，これを各自治会に

お願いするよというような提案です。ですから，具体的にこういう指定管理者の指定をし

て，以前とどれだけやっぱり経費等コストが削減になっているのかっていうことをわかり

やすく説明していただければなというんが，２点目になりましょうか。 

 それと，３点目は，このコミュニティーセンターにもかかわると思うんですけども，あ

とはいろいろ毒ガス，黒滝，いろいろ施設がありますけれども，端的な聞き方は，各施設

の修繕料が，古くなっていろいろ修理する場合修繕料がかかるわけですけれども，私が思

うには，市の施設ですから，きちっとした修繕料の経費といいますか，これはここの委託

料なら委託料の中にきちっと組み込まないと，現実やっぱり現場では大変な事態が起こる

ということを指摘せざるを得ません。ですから，本来公の施設ですから，修繕料は市が責

任を持って修繕に当たるということが大原則です，市の建物だから，公の施設なんだか

ら。ですから，この大原則を私は，いろいろ運営管理はあるんでしょうけれども，ここで

確認したいのは，いろいろ施設の修繕料がわかりやすいわけですから，公の施設の管理は

市が責任を持つ，指定管理の委託料の中にも，修繕料がきちっと全額入っているというふ

うに理解してよいのかどうかを，確認を含めてお尋ねしておきたいというふうに思いま

す。 

議長（稲田雅士君） 答弁。 

 まちづくり推進課長。 
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まちづくり推進課長（宮地憲二君） 御質問をいただきました，まずコミュニティ集会所

にかかわってのほうからでございますが，まずコスト削減についてどのような効果がある

のかと。これにつきましては，コミュニティ集会所の指定管理料は，電気料，水道料，く

み取り手数料の基本額，これで年額１万３，０００円でお願いをしております。平成２４

年度の管理にかかりました全額は５８万６，９９６円，これが各自治会で管理していただ

いた，かかった経費の決算額でございます。それに対しまして，指定管理料は２６万円，

市の公費としてお支払いしました指定管理料は２６万円。そういうことで，削減効果とい

たしましては，５５％の削減がなされたものということでございます。 

 それと，管理に係る修繕料でございますけども，協定書を定めて，一応管理契約をする

わけでございますけども，その中には修繕料は含まれておりません。コミュニティ集会所

につきましては，修繕に係る経費は，ほんの小さなことについてはそれぞれの自治会のほ

うでやっている現実はございますけども，基本的には公費で全額支払うこととなっており

ます。 

 それと，全体にかかわる部分でございますけども，指定管理というのは，年度ごとの報

告書，そういったものをいただいたり，また新たに指定管理をお願い，継続する場合に

は，当然それまでの事業評価，こういったものを市側，また指定管理をしている側，それ

ぞれの評価をいただきまして，それらを参考にいたしまして，引き続き指定管理をお願い

する等の検討審査会を持ちまして，実際には行っております。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） 再質問として，今の指定管理前はちょっと私が聞き違いでしたら

また答えていただきたいんですけども，コミセン２０カ所の分で，電気等，水道等，いろ

いろ経費が５８万円ぐらいかかってたと，それが指定管理料にしたら２６万円にコストが

削減になったというふうにちょっと私は理解したんですが，それでいいのかどうかという

ことが確認と，もしそういうことになれば，それでわずかな削減金額といいますか，提案

者のほうで，そこの見方がどういうふうに見るかということになろうかと思うんですが，

私はいろんなコミセンという公の施設の役割というのは，全て地域の住民福祉を向上させ

るということが大前提で公の施設が設置するし，その目的を地域福祉のために役立っても

らうという面で，わずか５８万円が２６万円，半分ぐらい，確かに細かいものを積み上げ

れば大変だという見方の分と，実際は，逆に考えれば，かかってた５８万円が市としては
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半分になったけれども，その半分は地元が負担しているというになりますよね。ですか

ら，私の理解が違うんなら別なんですけれども，そういうふうに私は思うわけですけれど

も，今の大変な時期の中で，厳しいいろんな中で，わずかな金額の見方の分か，しかし地

域で使う利用者から見たら，公の施設であって，何でその半分ぐらい市が責任持ってくれ

ないのかなという見方もできるんではないかという面で，私はこれまで市がやってきたけ

れども，わずか半分しか，金額では２６万円しかコスト削減，しかしそれだけ逆に言え

ば，地域の負担が増えてるということになりますから，それぐらいは市がきちっと負担し

てあげて，地域の福祉の増進のために大いにこの施設を役立ってもらうということの切り

かえが私は今必要じゃないかと。そこはどうでしょうか。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長。 

まちづくり推進課長（宮地憲二君） 維持管理費に係る部分の御質問でございます。 

 先ほど議員が御指摘されたように，この指定管理者制度というのは，公の負担する費用

のコスト削減，こういったことに資するということが目的の一つにございます。そういっ

たことを前提にいたしまして，このコミュニティ集会所っていうんは，地域交流の場，コ

ミュニティー活動の場といたしまして設置されておりまして，その利用者が地域住民に限

定されております。いろんな時間帯，自由に使えるという形にしたほうが，その施設設置

目的がより果たせる，こういったことから，地域の自治会のほうへ，その管理運営をお願

いしとるものでございます。委託してたときから，基本的には１万３，０００円のいわゆ

る水道，電気，くみ取りの手数料でお願いしとったわけでございますけども，先ほど言い

ました決算額，これは各自治会が実際に御負担された額の決算額でございまして，その部

分につきましては，各自治会が利用に応じまして自ら御負担いただいて，より効果的な活

用をされた，そのように御理解いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） 私は，経費とこっちが出したお金との差でちょっと言ったんです

けど，地元の負担っていうのは相当多い金額かもしれませんが。 

 今の課長が言われたの，コスト削減っていうんですかね，これが第一義的だというよう

なことも言われる。しかし，よく見ると，これさっき言った地方自治法の２４４条２の３

項をもう一回見ていただきたいんです。ここは，コスト削減という言葉は書いてない。設

置目的を効果的に達成するためということで，そこの解釈はいろいろ分かれるんでしょう

けれども，私は，３回目の質問として，今の厳しい状況，いろいろやっぱり市民が置かれ
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ていることを考えるとき，経費は５８万円かかって，差し引きはちょっと違うんでしょう

けども，それだけ経費の負担という面が，景気のいいときと今のときの生活力は大分違っ

てきている。ここをやっぱり見ていかないといけないんじゃないか。ですから，経費は５

８万円というふうにちょっと説明があったかと思うんですが，２０コミセンで５８万円で

すから，市としてはそんなに大きな負担で，財政の危機といいますか，そういうもんでは

ないというように思うんです。だから，税金の使い方をコミセンで５８万円を負担をやっ

ぱり，一遍に私は５８万円をゼロにしてほしいけれども，そういう負担を軽減するという

意味で，私は決して不可能じゃないというふうに思うんです。だから，ぼんぼん景気が上

がって，年金が上がって，そら少々５８万円，１００万円ぐらいどうちゅうことないよと

いう声をどんどん出てくるなら別なんだけど，いろいろそこら市長自ら聞いてみてくださ

い，いろんな意見を。ですから，やっぱりそこらは細かい金額という見方にするんか，し

かし市民生活の状況を，今特に今何年かは厳しい状況が続いているという中では，私は少

しは考えるべきじゃないかな。是非この５８万円の経費の負担っていうのは，ゼロにして

ほしいけれども，可能な限りの軽減というのはできるんじゃないか，すべきじゃないかと

いうことで，質問させていただきたいというふうに思います。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 指定管理のことについて，議員のほうから御質問いただい

ております。経費のことについても今御質問をいただいたとこでございます。 

 それで，指定管理者制度，議員のほうからも案内ございましたが，平成１５年に地方自

治法の一部が改正をされまして，公の施設の管理に関するこれまでの管理委託制度から指

定管理者制度へ移行したと。そういった中で，指定管理者制度とは，これまでの地方公共

団体が指定する法人，その他団体に公の施設の管理権限を委任するというような中で行わ

れて，委託の中ではそういった形で行っておりましたが，この自治法の改正によりまし

て，管理主体を民間まで広げるというような中で改正がされて，１つには，住民サービス

の向上ということと，２点目として行政コストの削減などが図ることが期待できるという

ようなことで，制度への移行を図ってきたものでございます。 

 コミュニティ集会所につきましては，先ほど課長のほうからも御答弁させていただいた

とおり，その地域の日常生活に密着したコミュニティー活動を通じて，地域住民の連帯と

参加の意識を高め，地域に根差した豊かな人間生活の確立を図ることを目的として設置を

されております。こういった中で，今一定に地域で特に住民サービスの向上の面で非常に
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有効に指定管理を運営されとるということでございます。そういった中で，修繕につきま

しては，市としてもほとんどを御負担をさせていただく中でやっておるという状況にござ

います。この指定管理者制度につきましては，そういう状況をつぶさに報告をしていただ

くという中で，実態の検証を継続的に検証させていただく中で，見直す部分があれば見直

しをしながら，これは指定管理者制度の適正な運用ということに向けてやっていきたいと

いうふうに考えておりますので，決して固定的な考えでやっておるものではなく，継続し

て検証しながら，見直しをしながらやっていくということで御理解をいただきたいと思い

ます。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） 私は，この議案に反対をしたいと思います。 

 先ほど質問の中でも展開しましたが，やっぱり公の施設ですから，いろんな形にあった

としても，市が責任を持って，この設置目的の住民福祉の増進ですね，これを最大限保障

すべきだと思うんです。しかし，この間いろいろやってきて検証してみて，先ほど課長の

ほうからはコスト削減が第一義的だと言われるけれども，設置目的を効果的にやる，しか

し市のほうの解釈でコスト削減やってきた。その結果，指定管理者にこれ以上の犠牲と負

担で将来的な福祉の増進が図れるんかどうか。やっぱり指定管理者にいろんな面の犠牲と

負担を押しつける，それが行政コストだと。そればっかりでは，私は，公の施設の設置目

的からだんだんだんだん外れていくんじゃないんか。次のいろいろ施設がありますよね，

毒ガス，大久野島，デイサービス，ふくしの駅とか，こういった面でも，そこで施設を運

営する，管理する人が，きちっと適切な対応をしておかないと，コスト削減ということが

強調されて，実際ここでは５８万円ぐらいの経費が市民の方がやっぱり負担をしてると。

市が出した管理費を見ても，５５％ぐらいの削減しかなっていないと。だから，わずかな

お金を，本来福祉の増進，コスト削減，同列に見ていいのかどうかというのんが私は指摘

をしたいんです。是非この際，私はこういった指定管理者の指定のあり方をやっぱり見直

すべきだと。市が，公の施設の福祉の目的の増進，設置目的に合ったように，責任を果た

すべきだ。特に，財政的な面も特に強調し，支援を強化すべきだということを私は指摘し

たいと思います。それにやっぱり逆行しているのが，今のこういった提案の仕方だという

ことで，反対としたいと思います。 
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議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決いたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第８ 

議長（稲田雅士君） 日程第８，議案第１０号大久野島毒ガス資料館の指定管理者の指定

についてを議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１０号大久野島毒ガス資料館の指定管理者の指定について，

提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，地方自治法第２４４条の２第３項の規定により，大久野島毒ガス資料館の指定

管理者を指定するものであります。 

 大久野島毒ガス資料館につきましては，その設置目的，利用状況を鑑み，立地条件や管

理上の利便性などを含め総合的に検討した結果，非公募として現在の指定管理者である休

暇村大久野島を指定管理者に指定することとし，同団体と協議を行い，指定管理者の指定

の申請に基づき審査を行った結果，適当と認め，平成２６年４月１日から平成３１年３月

３１日までの間，指定管理者として指定するものであります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） 先ほどの類似の質問ですので，まず第１点目には，指定管理者に

して，指定管理する前と後でコスト削減が具体的にどうなってるのかということをお聞き

しておきたいのと，それからその中の人件費にかかわる分で，この施設の開館時間と人件

費にかかわる変化といいますか，従来はこうで，指定管理者はこうなったというようなこ

とについても２点目としてお尋ねしておきたい。 
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 それから，３点目としては，先ほども伺いましたが，修繕料は市が全額負担というふう

に理解してよいのかどうかを，施設の整備，修繕料，これは全部市が負担するというふう

に理解していいのかどうかを確認しておきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長。 

まちづくり推進課長（宮地憲二君） 大久野島毒ガス資料館のまず指定管理料の状況でご

ざいます。指定管理料は，指定管理者候補者が提示する金額となっておりますが，指定管

理者制度導入前の平成１７年度実績で言いますと，人件費を込めまして３９７万８，１０

３円でございました。これが，指定管理を行いました近似値で言いますと，平成２４年度

で言いますと，指定管理料３２０万円でございます。金額にいたしまして，約８０万円の

削減効果があるものと考えております。 

 また，大久野島の開館時間等でございますけども，開館時間は，朝９時から午後４時半

まででございます。休館日は，年末年始のみで，１２月２９日から１月３日のこの間だけ

が休館となり，その他の日は土日，祝日，全て開館しております。 

 それと，維持修繕の関係でございますけども，大久野島毒ガス資料館の場合は，協定書

の中に，第５条によりまして，小さな修繕につきましては指定管理者の負担，それ以外は

市と協議の上負担することとなっております。ちなみに，小さな修繕の目安でございます

けども，これは具体的な金額はないんでございますけども，おおむね１万円以下の修繕を

小さな修繕というふうに理解して指定管理を行ってもらっております。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） ２点目の質問は，人件費の関係を含めてコスト削減というのは言

われたんですけれども，開館時間が９時から４時半ということで，それに対する人の配置

といいますか，何人配置して，これだけのやっぱり人件費を見積もってるよということ

で，そこの人件費にかかわるんがわかれば，今指定管理者する前と後ということで，全体

としてはさっき８０万円ということをお聞きしたんですけれども，人の配置がどれだけ積

算されているかということでお尋ねしておきたいということであります。 

 それから，私，３点目として，公の施設をなぜ市は全額責任を持って修繕しないのか

と，修理しないのかというのは，当たり前のことといいますか，公の施設ですから，公が

やっぱり税金を使って公の施設をつくって，あと管理運営するというのがやっぱり大原則

だと私は思うんです。それで，そこの中に１万円といえども，何カ所か増えれば，また金
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額もあるんでしょうけれども，結果的にはやっぱり指定管理料の中から負担をするという

ことになりますよね。市が責任を持って対応をしてないということになりますが，そこは

それで私はよくないと思うんですが，そういう指定管理者に１万円より少ない金額，前年

度はどのぐらいの金額になるんか，ちょっとわかれば教えてほしいんですけれども。細か

い金額で１万円以下という協定書にはあるけれども，いろいろ何カ所かになれば，また金

額も増えるわけですから，そういった修繕料を結果としては市が責任持って対応してない

ということになると思いますけれども，その点はどうでしょうか。 

 それと，やっぱり先ほど言いましたように，こういった公の施設をきちっと福祉の増

進，ここで言うのは毒ガス資料館としての役割という面では，さまざまな本当に人がそこ

でいろいろ今までの経験を蓄積して，いろいろやっぱり平和活動を継承していくという面

で，人づくりが大きな役割を果たすと。人の配置という面がです。ですから，私は，あえ

て人件費のことも聞いたわけですけれども，ずっと定着して，それを蓄積して，次の世代

に資料館としての内容を伝えていくと，平和を発信していくという面から見て，やっぱり

人づくり，そこをきちっと人件費なら人件費をきちっと対応しないと，結果的には，細か

いことかもわからんけども，修繕料を負担させていく，そしたらどっかでやっぱりカット

していくことにならざるを得ない。という面では，指定管理制度そのものにコスト削減と

いうことの大命題があるから，そこからしか物事が発想できないようになってるから，福

祉の増進という大切なとこは，だんだんだんだん劣化してきてるんじゃないかなという面

から，私はきちっとした人件費の配置はすべきじゃないかなという意見については，どう

ですか。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長。 

まちづくり推進課長（宮地憲二君） まず，配置でございます。 

 配置につきましては，１名常勤，２名でそれを交代制でなされております。また，２名

が都合の悪い場合には，大久野島の事務局よりそこに配置されるということになっており

ます。 

 それと，修繕でございますが，１点には，大きなものについてはやはり市が負担すると

いうのは当然そうだと考えております。ここにあります修繕費の一部，１万円弱という金

額は明確には定めておりませんが，活用管理上，起こった，いわゆる軽微な修繕が必要な

ものにつきましては，管理者のほうでお願いしてるという状況でございます。 

 また，人づくりのことでございますけども，資料館に勤務される職員さんは，一定には
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入館者の方に資料についての御説明ができる経験をお持ち，また研修も積まれておりま

す。大久野島休暇村の職員の方におかれましても，一定の研修をされ，入館者の要望によ

りましては，資料館の説明等実施させていただいている状況でございます。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） ３回目の質問なんですけども，人の配置の面で，常勤者が１名と

もう一人配置で，２名体制と言われましたね。ですから，常勤者と言われるから，１人は

８時間というのはあれかもわかりませんが，２名配置で人件費がどのくらいの人件費でや

られてるんかということなんです。ですから，私は，さっき言ったのは，平和を発信する

ためには，細切れでずっと人がころころかわって人は配置されてるよと，交代交代でも何

とかやってるよというのが最低限許されるんか知らんけれども，やっぱりそういう配置と

だけじゃなくて，継承をするためには，きちっとした職員の配置というのが欠かせないと

思うんです。２名配置で，ずっと継承しているんですか，同じ人が雇用されてるんかどう

かも含めて，２名配置で人件費は幾らなのかと。 

 将来にわたる継承というのは，ただ研修というのは誰でもできるよね。だから，そうい

った研修なんかも，それは当然なんだけども，人づくりという面では，その人がいろいろ

体験して，蓄積して，物事が広がってくるといいますか，平和への厚みが出てくるといい

ますか，それがやっぱり人づくりですから。ただそこに人がおればええていうのは，最低

でも必要かもわからんけども，それは何十年大久野島というのは，世界に毒ガスとしての

平和の発信をしていかなくてはいけない。そういう面では，そんなに人がころころかわっ

ていくような配置ではいけないし，私からすれば，しっかりとした常勤職員を，正規職員

を配置してでも対応すべき必要性があるような平和の仕事といいますか。ここは，どんど

んどんどん私は軽視されている，結果として。特に，指定管理者になったら，コストとい

うことが強調されてるから，ますますそういう人づくりの面では，平和の仕事っていう継

承がなかなか厳しい状況に置かれているんではないか。ですから，指定管理者のそういう

受けた方々は本当に頑張っておられると思うんです。だから，私は，そこに対する尊敬は

してますけどね，ただそれはやっぱり市としては責任を持つというのは，きちっとした人

件費なり適切な対応をしとかないと，指定管理者でおまえらは勝手にやれというような受

け取り方されたような状況じゃったらいかんということなんです。コスト削減ばっかりが

強調されて，福祉の増進，最も大切な平和のことが劣化していっちゃいかんということか
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ら質問してるわけで，ちょっと答えていただきたいと。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長。 

まちづくり推進課長（宮地憲二君） 済いません。 

 まず，人件費でございますけども，人件費につきましては，先ほど申し上げましたとお

り，１名常勤というのは，１名常勤状態ということでございまして，正確に言いますと，

２名で交代制でその開館時間を管理していただいておるものでございます。 

 また，職員さんの研修といいますか，もちろん議員御指摘のとおり，この大久野島毒ガ

ス資料館は，世界へ平和をアピールしていく，そういった大きな目的を持って設置されて

いるものでございます。これにつきましては，先ほどはコストのお話でしたので，指定管

理者の目的，コストに限定して申し上げましたが，当然指定管理者制度には，もう一つの

大きな目的として，その施設の目的を達成する行政サービスを向上させる，こういったも

う一つの大きな目的がございます。そうした中で，大久野島におかれましては，高校生の

オリエンテーションで使われたり，また休暇村利用者の資料館の利用促進，こういったこ

とを目的に，修学旅行生には補助的な資料を作成したり，毒ガス製造を通じて，戦争の悲

惨さ，平和の尊さ，生命の重さを理解していただく取り組みもしていただいております。

また，島内の歴史散策を実施いたしまして，島内に残る毒ガス製造の遺跡，こういったも

のを紹介しながら，資料館の重要性を理解する取り組み，そういったこともしていただい

ているとこでございます。そうした中で，現在資料館に常駐していただいてる職員の方に

おかれましても，毎年度かわるというような，そういう状況ではございません。指定管理

をお願いする前から，そこで説明に携わった方も，当然現在の資料館のほうについてお仕

事をしていただいてる，そういう状況でございます。そうした中で，より世界平和といい

ますか，そういった恒久平和を世界へ発信していくための活動をもっともっと充実させて

いきたいと考えておりますので，よろしくお願いします。 

議長（稲田雅士君） ９番。 

９番（宮原忠行君） 私は，今の行政における経費の縮減には，コスト削減ですね。これ

は，行政が常に負っていかなきゃならない宿命なんだと思うんです。記憶に新しいところ

で言えば，メザシで有名になりました土光さん，土光委員長ですよね，増税なき財政再

建。増税なき財政再建というのは，例えば企業に対しても，高額所得者に対しても，これ

以上の税負担を求めることが非常に困難だったと。もしそれをするとするならば，政治的

リスクが非常に高いというような形の中で，土光委員長において増税なき財政再建，その
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当時で言えば，例えば間接税であるとか，いろいろ議論はありましたけれども。 

 それで，例えば財政学とか，あるいは行政学の立場，行政の組織を考える立場とか，あ

るいは財政運営を考える立場からしますと，行政組織であるとか，行政コストは，ほって

おけば必然的に肥大化していく，膨大していくと，こういうふうに言われとるわけです。 

 今，川本議員のほうもいろいろ予算書と比べて新規事業を全部調べていっておられます

よ。恐らく，２６年度当初予算も，２５年度から比べれば，かなりの新規事業が出てくる

んじゃないかと思うわけです。そして，その新規事業を行うためには，人も予算も要る話

です。そこで，さらに私ちょっと考えてみまして，今まで竹原市は，どうのこうのと言う

ても，人口減少の過程にあると言いながら，約４０億円の市税といいますか，独自財源と

いうことがあったわけです。しかし，二，三年前から４０億円を割って，それでかなり税

収が右肩下がりの中で，しかし市民の方々であるとか，あるいは地域経済から来る要請と

いうのは非常に大きなもんがありますから，当然政治行政というのは何とかそれに応えよ

うとして努力していきます。そうしますと，市税が減っていく中で，どの市民的ニーズ，

あるいは地域経済再生のために費用を充てていくのかということになってくると，やはり

一定の行革というのは，厳しいけれどもやっていかざるを得ません。そして，ですから松

本議員，いろいろコスト削減について言われましたけれども，私は，いかにして行政コス

トを抑えて，新たな市民的ニーズ，地域経済の状況から来るニーズにどう応えていく財源

を確保していくかということは，やはりこれは政治行政にとって大きな課題であると，こ

ういうふうに考えるわけです。 

 それともう一点，例えば今まで明治以来日本の社会というのは，官と民に分かれとんで

す。それで，官尊民卑ですよ。常に官尊民卑ということは，そこに公共性であるとか，公

共というものは，官あるいは行政が独占的に持っておるもんだと，こういうふうに理解さ

れてきたわけです。そうした中で，なかなか日本社会が，一番大きなのが，経済成長がで

きなくなったという中で，果たして今までのように，明治以来の官と民という社会の捉え

方でいいんだろうかと。その間には，例えば新たな公共というものが出てくる必然性があ

ったのではないか。むしろ，新しい公共，今まで官が独占的に持っていた公共性を新しい

公共概念，いろんなところでいろんな地域やいろんな分野で活躍をされておられる方々を

むしろそこに法的な性格，あるいは社会的に認知することによって，取り込むことによっ

て，日本社会のより豊かな創造をしていくことができるんじゃないかということで生まれ

てきたのが指定管理者制度じゃないんでしょうか。それ以前は，第三セクターとか，いろ
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いろありましたよ。常に，そうした官と民との捉え方では捉え切れない，この日本の社会

をより豊かにしていくために，新しい力を，社会的なパワーであるとか，そうしたものを

取り入れて挑戦をしていこうという観念も，考え方も，実はあるんじゃないでしょうか。

そうしたことで，やはりもう少しそうした指定管理者制度が出てきたような，新しい公共

概念とか，そういうことも踏まえて，しっかりと私たちが市民に説明をしていく，そうし

た力，説明責任能力を私は持つ必要があると思うわけです。そこで，新しい公共概念とし

ての指定管理者制度というものが理解されておるかどうか，担当課長でも担当部長でもよ

ろしいので，御答弁いただきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 今，議員のおっしゃられたことは，背景には十分あるとい

うふうに考えております。言われるように，官と民という関係で言いますと，官が持っと

る機能あるいは権能，そういったものは，放っておけばどんどん大きく肥大化するという

ような状況にありますが，そうはいっても，それには必ず財源が必要ということになって

まいりますので，そういった機能を補完するだけの財源がないと，十分それは機能してい

かない。実際に，施策として動いていかないということはございます。そういうことがご

ざいますので，国のほうを見ますれば，国は借金が１，０００兆円を超えるというような

状況と。もちろん地方の借金もかなり膨らんでおると，こういった状況の中で，いかに民

間の力を活用して，行政が必ずしも担わなくてもいい部分を民間に担っていただくという

ような考え方の中から，この指定管理者制度というものを一定に施策として出てきたとい

うふうには捉えております。そういった中で，もちろんコストだけということになります

と，非常に住民の方に負担を負わせるということになりますので，やはり住民サービスの

向上というのが，まず１番に来るというふうには捉えております。その中で，一定に民間

のノウハウなど導入できれば，そこの中でコストが縮減されるということも期待できると

いうふうな中で，この制度というのは運用していかなければならないというふうに考えて

おります。 

 本市も，この指定管理者制度を導入するに当たって，基本指針というのを定めておりま

す。その中では，やはり指定管理者の運営，維持管理の状況を一定５年なら５年で今指定

管理をしておりますけど，その中でいろいろ報告を受ける中で検証をしながら，そして中

身がどうかというのも指定管理者と具体的に協議をする中で，見直しできるところは見直

しをしながら，よりよいものになるように進めてまいりたいというふうに考えているとこ
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ろでございます。よろしくお願いします。 

議長（稲田雅士君） ９番。 

９番（宮原忠行君） くどくどは申しません。民間活力ということで，私はいいのかどう

か。やはり，これは別に政権交代がありましたけど，民主党がああ言うたじゃという話で

はなくて，やはり長い議論の中で，公を，あるいは公共概念を，官とか行政が独占的にし

たんでは持ちこたえられないよ，機能しないよという中で，新しいさまざまな社会的なパ

ワーであるとか，動きであるとか，何とかうまくそこに生かし切るといいますか，そうし

た意味では大きな実験なんじゃろうと思います。それで，やっぱりいつまでも明治以来の

官尊民卑の考え方とか，そうした分に立って，公共概念を行政とかあるいは役人が独占的

に支配するという，私はそこはやはり脱却しなきゃならんし，ただ単に民間活力というこ

とじゃないんです。むしろそこに公共のあり方が，あるいは公の施設がいかにあるべきか

という形の中で，私は社会的な実験として今取り組まれておるのが，指定管理者の制度が

その一つなんだろうと思っているんです。ですから，我々はもっともっとある意味で言え

ば，社会でさまざまな自治会もそうでしょう。そうした意味で，例えばもっとはっきり言

いますと，私は，大久野島にしましても，例えば道の駅とかということをもし官が独占的

にやっていたとすれば，今のような形での発展があったんかどうかという思いをしとるわ

けです。ですから，やはり我々自身がいつまでも官と民という２つのセクターだけで竹原

社会が成り立っとるということでなくて，いろんな地域で，いろんな分野で，いろんな問

題意識を抱えながら頑張っておられる方，またさまざまなソフトパワーを持っておられる

方，経営努力も含めてですよ，そうしたものを大胆に取り入れて，やはり最少の費用で最

大の効果を上げるという，そうした姿を，官民だけじゃなくて，やっぱり新しい公共とい

う概念も取り入れながら，しっかりと市民にも説明をしていくということにならなけれ

ば，１つの分野での指定管理者制度，そしてそのコストの比較ということでいけば，とり

わけ地域コミュニティーに関するようなことに対しては地域住民から反発をされこそす

れ，なかなか理解は得られないんじゃないかと思うんです。ですから，１つの地域におけ

る住民の力と，あるいは実践を含めてそうです，そういったところを引き出すものとし

て，何とか議論がしていただけるようにお願いをして，私の質疑を終わらせていただきた

いと思います。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） １４番。 
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１４番（脇本茂紀君） 大久野島の毒ガス資料館の指定管理ですけれども，５年の委託を

するわけですよね。これその他も５年なんですけども，実は大久野島の場合は，入館料１

００円というのをいただいています。１００円は余り高いか低いかというと，低いと思う

んですけれども，いずれにしても資料館ですから，資料館自体をどのように充実させて，

入館者も増やしていくかということが非常に重要な課題だとしたら，やはりその設備投資

がなしに，このまま５年この建物を預けて，果たして資料館が資料館たる役割を果たすの

かどうかという課題が，ある意味でこの指定管理者の問題には全てあると思うんです。そ

ういう意味で，指定管理者に指定をして，５年はそのままこれで契約が行くわけですけれ

ども，しかし資料館を資料館として充実させるためにはどのような課題があるかというふ

うなことについて，もっとしっかり協議をする。特に，これは大久野島にあるために，ほ

かの方がちょっと指定管理者を受けるのは大変難しいので，休暇村大久野島のほうに指定

管理を委託しているわけですけども，よくやっていただいているんは確かだと思うんで

す。ただ，この大久野島毒ガス資料館というものが本来持っている意味からすると，やっ

ぱり毒ガス障害者団体でありますとか，あるいは大久野島を一生懸命研究されてる毒ガス

島研究所でありますとか，そういうところが例えばこの運営に関与できるような仕組みと

いうふうなものをつくって，さっき宮原議員も言われたように，そういう民間のパワーと

いうものを，やっぱりこの資料館をよくするために活用していくような営みっていうもの

が求められている。その仲介役みたいな役割を，やはり市自体が果たさなければならな

い。じゃあ誰が果たすのかっていうと，やはりこれは学芸員とか，そういう方々のいわゆ

るマンパワーというものを有効に活用して，この資料館の充実について協議をしていくっ

て，そういう仕組みが，だから今回この議案が出てますけども，この議案と関連して５年

間これから大久野島毒ガス資料館を指定管理者として委託するんだけれども，大久野島国

民休暇村も含めて，関係者に一遍集まっていただいて，どうよりよい資料館をつくってい

くかというふうな協議をセットするのは，これを委託するんが竹原市の仕事だろうと思う

んです。そういう意味で，質問ですから質問して，まずお伺いしたいのは，最近の大久野

市毒ガス資料館の入館者の推移といいますか，動向というものをどういうふうに捉えられ

ているか。それから，資料整備に関して，例えば資料を寄附するとか，資料を収集すると

か，そういうふうな機能がどういうふうに図られているのか，そこらあたりの現状につい

て，まずお伺いしたいと思います。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長。 
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まちづくり推進課長（宮地憲二君） まず，入館者の状況でございますが，入館料，議員

おっしゃるとおり，大人１００円，高校生以下が５０円という設定になっております。 

 それで，今回指定管理していただいております大久野島さんのほうでの実績で言います

と，平成２１年度で３万５５０人，それで今回の平成２５年度末の見込みではございます

けども３万６，７００人，約２０％増という状況でございます。 

 また，資料等でございますけども，この１年で言いますと，福山のお住まいの方が，毒

ガスマスクの箱っていうのがあるんだけどっていう問い合わせが市のほうにございまし

て，これは資料館のほうに寄贈していただく，そういったことをさせていただいておりま

す。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １４番。 

１４番（脇本茂紀君） 大久野島毒ガス資料館の改善，改良については，さまざまな努力

がこの間なされた。例えば，行武先生から御寄附といいますか，御寄贈いただいたさまざ

まな資料，御寄附をいただいた資金なんかも活用して，展示の改良，改善なんかも行われ

てきましたし，あるいは大久野島活性化協議会の予算を使ってリーフレットを発行したり

というふうなこともなされてきました。 

 指定管理者がやっぱり非常に限定的に映るというか，要するに，これだけの指定管理料

で５年間，均一に５年間やらなきゃならないというふうな感じには受けとめられやすいん

ですけれども，問題はやはりせっかく指定管理をするわけですから，指定管理を受ける側

も，あるいはする側も，この資料館を本当に充実するためにどのような可能性があるかと

いうふうなことをもっとしっかり議論するべきだと思うんです。 

 それと，展示自体が，変わったのは変わったんですよ。何年も変えられないというの

は，なぜかというと，これも業者に頼んで展示の入れかえをやるようになってるもんです

から，なかなかその展示を変えるのも難しいというような現状がありながら，また一方に

は，大変いい資料もたくさん保存されているんだけど，それらを展示したり，企画展をや

ったりする機会は余りなされていない。これはやっぱり費用のかかることですから，この

指定管理料で指定管理者自体がそういう企画展をやったりというのもなかなか難しいとい

うふうな，多分現状が５年間同じ契約っていうことであるだけに，そういう課題がたくさ

ん出てくるんだと思う。だったら，それをさっきお話がありましたように，いろんなパワ

ーをうまいぐあいに活用して，例えばボランティアでこれの整理をやりましょうとか，あ
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るいはボランティアで展示のやりかえをやりましょうとか，そういうことをやってくださ

る方はたくさんおられるし，またそうしなきゃいけないと思っておられる方もたくさんい

る。さらには，大久野島活性化協議会があり，毒ガス障害者団体があり，そういう大久野

島毒ガス資料館をつくってきた思い入れのある方々もたくさんおられるわけですから，そ

ういうノウハウをこのせっかく指定管理に休暇村がなった，そういう時点ですね，この議

案が通った時点で，是非そういう機会を設けていただいて，資料館の今後の改善や改良を

図っていく，そういう営みが，全ての指定管理者の問題にあると思うんです。先ほどお話

がありましたように，確かに指定管理制度そのものは非常にたくさんの課題を抱えている

と思いますけれども，少なくとも竹原市のそれぞれ指定管理をする課題について，やはり

行政のほうも，あるいはそれにかかわる方々も，せっかくこういう改定をするわけですか

ら，そのときにしっかり議論をするっていうことが大切であろうと。そういうことをお願

いをしたいと思いますけども，そのことの御答弁をいただきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） まちづくり推進課長。 

まちづくり推進課長（宮地憲二君） この大久野島毒ガス資料館もそうではございますけ

ども，指定管理をする上では，当然管理をお願いするときの協議というものがございま

す。そのときに，施設の設置目的でありますとか，この大久野島で申し上げますと，先ほ

ど議員言われたとおり，施設のブラッシュアップといいますか，より充実度を高める，そ

ういったことも当然考えていかなくてはいけません。そうした中で，指定管理をお願いす

る協議の中で，そういったことをするためにはどのようなことができるか，そういったこ

とも含めまして，指定管理をお願いしてまいりたいと考えております。よろしくお願いい

たします。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） 私は，議案第１０号に反対をしたいと思います。 

 現在，この資料館を委託されている指定管理者の御努力には大変敬意を表したいと思う

んです。私が，ここで問題にしたのは，市として公の施設の管理の仕方，指定管理がいい

のかどうか，きちっと検証してきて，今後の対応を検討すべきだ，対応，対策とるべきだ

ということで，特に私は，そこの人づくりの問題を重点にちょっと質問いたしました。確

かに，削減と言うばっかりで，開館の時間と２人の交代制という，その委託の仕方で，先
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ほどいろいろ出ましたけれども，平和の発信する資料館としての役割としての位置づけ

は，現実としてはだんだんだんだんコスト削減ということと同じように扱われて，福祉の

増進，平和の発信，これ最大の使命ということがだんだんだんだん薄れて私は来ていると

指摘せざるを得ません。したがって，私は，今こそこういう指定管理者のあり方を見直し

て，市が責任を持って財政的な支援もきちっとすべきだという立場で反対をしたいと思い

ます。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決いたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第９ 

議長（稲田雅士君） 日程第９，議案第１１号竹原市黒滝ホームの指定管理者の指定につ

いてを議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１１号竹原市黒滝ホームの指定管理者の指定について，提案

の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，地方自治法第２４４条の２第３項の規定により，竹原市黒滝ホームの指定管理

者を指定するものであります。 

 竹原市黒滝ホームにつきましては，その設置目的，利用状況を鑑み，利用者の福祉維持

等を含め総合的に検討した結果，非公募として現在の指定管理者である社会福祉法人中国

新聞社会事業団を指定管理者に指定することとし，同法人と協議を行い，指定管理者の指

定の申請に基づき審査を行った結果，適当と認め，平成２６年４月１日から平成３１年３

月３１日までの間，指定管理者として指定するものであります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 
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 １３番。 

１３番（松本 進君） それでは，２点ほど質問したいというふうに思います。 

 １点目は，先ほど質問しておりますように，指定管理者にする前と後の行政コスト，委

託料のコスト削減がどのようになっているのかということをひとつ聞きたいのと，２つ目

としては，ここの黒滝ホームにかかわる施設の修繕料では，一定の指定管理者そのものに

負担が行くような仕組みになってたというふうに決算等で記憶しているわけです。ですか

ら，私は，先ほど言った，公の施設で全額やっぱりその施設の整備，修繕含めて，責任を

持つべきだと。本来の公共施設の管理から指定管理者に移って，市の責任が一部放棄され

ていると，逆に言えば，指定管理者の犠牲で成り立っているということを指摘せざるを得

ないと思うんです。こういった指定管理の仕方がいいのかどうかを率直にお尋ねしてみた

いというふうに思います。 

議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） 黒滝ホームの指定管理者に関する御質問でございますが，まず

１点目の指定管理者制度導入前と後でコストの差と申しますか，そういった部分の御質問

でございます。 

 一応，黒滝ホームにつきましては，平成１４年度までが市の直営で行われておりまし

て，平成１５年度から平成１７年度までは管理運営を委託しておったと。委託先は，現行

の指定管理者と同様であります社会福祉法人中国新聞社会事業団へということでございま

したので，平成１４年度の直営の最終年度と直近の平成２４年度で金額を比較いたしま

す。これは，市のほうの老人福祉施設費の決算額でございますが，平成１４年度が１億

２，５３９万６，６７７円，平成２４年度が１億１，６０６万９，５２３円ということ

で，その差は９３２万７，１５４円マイナスと，その差が出とるというとこでございま

す。 

 ２点目，修繕の関係でございますが，議員からお話がありましたように，協定のほうで

補修等の費用の負担ということで，建物及び附帯設備の補修等に関する経費は，指定管理

者のほうで負担と規定はいたしております。しかしながら，そうは申しましても，その都

度事象が発生しますと，市と指定管理者で協議を行っております。明確な金額は定めてお

りませんが，おおむね５０万円以下，その辺を目安といたしまして，軽微な修繕について

は指定管理者の負担といたしておるところでございます。これにつきましては，一般的に

建物が時の経過とともに老朽化をしておるということ，そういった施設の使用に伴う一般
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的な劣化等に関する修繕は，指定管理者が対応すべきという考え，また大規模な修繕は市

の負担と考えるというのが，リスクを分担させるという観点から，そのものを適当と考え

ておるところから，そのように規定をいたしております。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） 今，直営の時代の分と，直近の指定管理料といいますか，差が９

３２万円コスト削減になっているというような報告であります。先ほどから，公の施設を

指定管理として指定するということのゆがみといいますか，ひずみといいますか，それは

自治法上の分は，効果的な必要が認められるときということで，効果的ということが市と

しての解釈が行政コストの削減ということが強調されてしまって，どんどんどんどん指定

管理者の犠牲と負担で成り立っている。ですから，私もこの１１号議案黒滝ホームについ

ても，指定管理者の御努力というのは，大変やっぱり敬意を表したいと思うんです。しか

し，市がそれを公の施設を任せると，委託する，この指定管理者のあり方がいいかどうか

を今私は提案しておるし，検証して，今後の対応を考えるべきだということで，繰り返し

決算でもこの指摘をしてまいりました。指定管理者のひずみはどうか。これ，今の市長も

知っとられると思いますけれども，地元の給食の食材費ですよ。これは，地域の振興のた

めに大いに役立っただけれども，指定管理者になって，地域の地元から食材ができなくな

ったわけでしょう。これは，指定管理者のコスト削減という仕組み上そうなるわけなんで

すよ。これが本当にいいのかどうかっていうのは，考えればすぐわかることじゃないです

か。本気で地域の振興なり，地元のために指定管理者やったんだと，やるんだという本気

に気持ちがあるなら，きちっとした指定管理料を払って，地元の食材を調達できるような

保障をすべきでしょう。私は，決算で何回も指摘しましたよ，この点は。しかし，ここ何

ら全然検討，検証もされてないじゃないか。地域の振興にも役立っていない。これが今の

現実の指定管理者のあり方だ。ここはどう考えますか。答えてください。 

議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） 黒滝ホームの給食に関する地元の食材の調達の件だと，そうい

う質問だと思います。 

 黒滝ホームの食材の調達の件につきましては，議員からもお話しございました，これ記

憶でございますが，平成２１年１０月に委託の業者による提供が行われると，ちょっと記

憶いたしております。それで，地元の食材調達につきましては，現在なされていない状況



- 32 - 

ではあります。ただし，そのほかホームで行われる各種行事の材料や電化製品，寝具，事

務用品などの購入に当たりましては，地元の業者から調達しており，また地域の美容院等

の利用も行われておりますので，そういった面では一定には地域の振興につながっている

ものと考えております。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） さっき言った，９００万円のコスト削減のために地元の調達のた

めには，たしか決算のときは２，０００万円余りだったんです，それがだめになったんで

すよ。それは，やっぱり指定管理者の努力が，大変私は尊敬しますよ，御努力には敬意を

表しますよ。仕組みが問題なんです。だんだんだんだんコスト削減を迫られる。そした

ら，どっかを削らなくちゃいけなくなってくるわけなんです。そしたら，地元調達の食材

の２，０００万円，地域の振興に大きく役立ってたんが，できなくなるわけなんです。こ

こは，本当にやっぱり真剣に考えなくちゃいけませんよ。９００万円コスト削減した。地

元が寂れてしまった。これがいいのかどうかというのは，結果としてわかるんじゃないで

すか。私は，指定管理者の方の努力と犠牲には限界があると。 

 もう一つ聞きたいのは，修繕料の負担です。これは，どっから賄ってきた。指定管理料

を出すしかないんです。この指定管理料そのものの積算単価は，国の措置基準でやっぱり

対応しているはずなんですけども，今でも。しかし，９００万円カットになってるから，

さっき言った食材の調達なんかは地元ができなくなる。だんだんだんだんそういう仕組み

からつくられると，こういった修繕料の負担なんかも，指定管理者，あんたがやってくれ

ということの仕組みをどんどん押しつけたら，指定管理者が福祉の増進のために本当に努

力されている。これに私は応えることはできてないと思うんです。これは，やっぱり見直

すべきじゃないですか。これは最後の質問ですから，答えていただきたい。 

議長（稲田雅士君） 答弁願います。 

 市民生活部長。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 修繕の御質問ということでよろしいかと思うんですが，修

繕につきましては，先ほど福祉課長が御答弁申し上げましたとおり，協定書のほうで修繕

等の費用負担については，建物及び附帯設備の補修等に要する経費は乙が負担するものと

するということで，ここでの乙というのは黒滝ホームというか，中国新聞社会事業団とい

うことになっておりますが，そうはいいましても，金額によりましては，なかなか厳しい
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ものもあるということで，ここはお互いに協議をしながら，その中で合意をした上で，お

互いに費用負担についてもそれぞれがするというような形で，実際にはさせていただいて

おります。これについては，引き続きこういった形でやらせていただくということで，こ

れが実際の黒滝ホームのその他の管理運営のところに支障を来しているというふうには，

我々は捉えておりません。そちらのほうは適正に運営をされておるということで，これに

ついても協議をさせていただく中で，我々としては確認をさせていただいておるとこでご

ざいますので。ただ，松本議員の御指摘というのも我々は踏まえまして，今後ともそうい

った点については，決して入所者にしわ寄せがいくというようなことはないというような

ところで検討して，見直すべきところは見直しながら，適切に運営してまいりたいという

ふうに考えております。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） 私は，議案第１１号，この指定管理者の指定について反対をした

いと思います。 

 この指定管理者を受けた事業団の方には，大変御努力には敬意を表したいと思うんで

す。しかし，私が，先ほど来，公の施設，福祉を増進する公的な目的に施設，ここに市が

きちっとした責任を果たした管理運営をしてるかどうか，これが最大の問われている中身

だと思うんです。ですから，行政コスト削減，これがどうしても頭から離れなかったら，

管理者の犠牲と負担で成り立っている。こういうことを押しつけては，私はいかんと思う

んです。先ほどの修繕料のも端的な例です。公の施設だから，公が責任を持つ。当たり前

のことです。しかし，地域の振興のためにも，先ほど決算でも繰り返し指摘をしました。

地域振興も，指定管理者になって衰退しているじゃないか。こんなことを繰り返してい

て，本当に公的な役割が最も大切な福祉の増進，こういった公的な役割が私は果たせない

という面で，即刻やっぱりこの九百何万円の支援措置をするとか，福祉の増進で市が責任

持てるような公的責任を果たせる，そういった管理運営に見直すべきだということを指摘

して，反対討論としたいと思います。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決をいたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 
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              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１０ 

議長（稲田雅士君） 日程第１０，議案第１２号老人集会所の指定管理者の指定について

を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１２号老人集会所の指定管理者の指定について，提案の理由

を御説明申し上げます。 

 本案は，地方自治法第２４４条の２第３項の規定により，老人集会所の指定管理者を指

定するものであります。 

 老人集会所につきましては，その設置目的，利用状況等を鑑み，地域に密着した管理運

営による地域の活性化などの効果を含め総合的に検討した結果，非公募として現在の指定

管理者である老人クラブ連合会等を指定管理者に指定することとし，これらの団体と協議

を行い，指定管理者の指定の申請に基づき審査を行った結果，適当と認め，２０件の老人

集会所について，平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日までの間，指定管理者と

して指定するものであります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） この件についても，前議案と同じような質問にかかわりますけれ

ども，指定管理者に指定した後と前と，そのコストの変化といいますか，そこをちょっと

報告していただきたいということと，２点目は，施設の管理，修繕等の負担は，全額市が

責任持っているのかどうかも確認しておきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） 老人集会所の指定管理者に関する御質問でございますが，老人

集会所につきましては，平成１７年度までを管理運営の委託ということで，平成１８年度
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から指定管理者制度へ移行いたしたものでございます。 

 委託料につきましては，指定管理の前後で変更はございません。１施設当たり２万５，

１００円の委託料ということで，２０カ所でございますので，５０万２，０００円という

ことでございます。 

 また，維持修繕につきましては，大部分を市のほうで負担しておるという条項でござい

ます。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） ここは，率直に言うたら，コストの削減の影響は全くないという

ことですよね。だから，見直しても問題はないというふうに。もとの指定管理者からもと

の管理委託へ戻しても差し支えないというふうに理解してもいいんですか。効果はないわ

けですから，そういうふうに理解しても私はいいと思うんですけども，そういうふうに確

認させていただいてもよいかどうかを２点目の質問としたいと思います。 

 それから，２点目の維持修繕等は，市が全額負担を持って対応していると。地元は負担

はないよというふうに，ちょっと私聞き漏らしたんで，再質問させていただきます。 

議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） 指定管理者制度につきましては，平成１５年９月に地方自治法

の一部の改正により施行されました。その改正の施行時点で，その時点で管理委託制度に

よる施設は，経過措置期間，これ３年間でございましたが，３年間以内に新制度への対応

を行わなければならないということから，その当時管理委託制度であったものは，指定管

理者制度へ移行というのがありましたので，平成１８年度から指定管理者制度へ移行して

いるというものでございます。 

 維持修繕につきましては，全額といいますか，相手団体と話をしまして，軽微なもの，

また金額等につきましては，その都度でございますが，話をしながら進めておるというと

こでございまして，大部分につきましては市のほうで負担と，このように御理解いただき

たいと思います。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） 市長のちょっとお答えできればと思うんですが，先ほど市長のほ

うは，提案に当たって，要するにコスト削減といいますか，私はちょっと地方自治法の分
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見る限りは，設置目的は，効果的に達成するために指定管理者にできるということで，効

果的ということで，そこの解釈を市のほうは行政コストの削減ということを言われてい

る。これが最大の目的といいますか，それで今までやってきたよというんが，全議案を含

めて言われました。しかし，あえて私がそこを聞いたのは，この老人集会所にかかわって

は，コストのメリットというんかな，あなたが考えているのは，行政コストはないという

答弁でしたよね。ですから，私が確認したのは，もとへ戻してもいいのか。指定管理者を

やめて，もとの市の委託に戻してもいいのかということの質問でした。しかし，それに対

して答弁は，指定管理者でなくてはいけないというような答弁があったと思うんです。私

は，これちょっと間違いじゃないんかなということで含めて，聞きたいということは，地

方自治法の公の施設の２４４条の２第３項ということで，できる規定ということを私言い

ましたよ。できる規定なんです。だから，効果的に達成するために指定管理者にできます

よと。逆に言うたら，効果がなかったら，もとへ戻してもいいですよということでしょ

う，この地方自治法の解釈は。だから，再度ちょっと確認したいのは，あなたは今指定管

理者にしなければならないというのは，ちょっと解釈で，聞く人から見たら，じゃあもと

戻したら違法になるんかなということにもなりかねないんで，大切なとこですから，そこ

はもう一回正確に私の言うようなことは，松本が言うようにしたほうが間違いよと，でき

る規定はあるけども，やっちゃいけないという法律なり解釈があるなら，そこを丁寧に説

明していただきたいということと，先ほどのもとへ戻って，指定管理者の竹原として最大

の目的は行政効果，行政コストの削減だと。これを目的にやっておるんだと。しかし，コ

スト削減の効果がないものはもとへ戻してもいいんじゃないかということについて，市

長，お答えできればと思います。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 指定管理者制度でございますけれども，先ほど来御説明申

し上げておりますが，地方自治法上では，議員言われるようにできるということになって

おります。その中で，老人集会所につきましては，その設置目的，また利用状況等鑑み，

地域に密着した管理運営による地域の活性化などの効果を含めた総合的に検討した結果，

指定管理者制度で運営するのが適切といいますか，適当であるというふうに我々は判断を

いたしておるとこでございます。 

 具体的には，その中で地域の方が老人集会所ですから利用されるに当たっては，地域が

管理するということで，非常に利用しやすい，また使いやすいというような，そういった
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意味で住民サービスの向上が図れるというふうに１つは考えているところでございます。

そういったものが，まず第１に来まして，コストとしては，効果としてはそれほどこの場

合は出ておりませんが，コストについては必ずしもということではございませんが，そう

いった期待ができるものというふうな中身でございますので，そういうことで今我々とし

ては御提案をさせていただいて，引き続き指定管理者制度によって老人集会所の管理をし

ていただくのが適当というふうに考えておるところでございます。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） 私は，この１２号の議案に反対したいと思います。 

 先ほどの答弁によっても，部長答弁によっても，極めてやっぱりちぐはぐな説明をして

いるわけです。本来，コスト削減が至上命題，そのために指定管理者やってきたんだ，し

かしこの件に限っては，１２号に限っては，コスト削減効果はないよということですよ

ね。これ事実としてはっきりしておるわけですから。 

 それで，地方自治法の問題で言われたけども，これはできる規定であって，指定管理者

の指定をもとの管理者に戻すことができる。私は，今地元でやっておられる老人クラブと

か，自治会とか，そこの人がどうこう言ってそれを見直せって一言も言ってないですよ。

老人クラブの方々の御努力で一生懸命やっておられるのを私も知っていますわね。だか

ら，地域に密着した老人クラブの活動，自治会の活動等の方々がこういった集会所の管理

もやっておられる。本当に敬意を表したいことですよ。頭が下がる思いです。しかし，指

定管理者の指定を取り消して，もとの委託というのは，老人クラブの人に，自治会の人に

やればいいことであって，指定管理者の指定をやめても，公の施設の管理運営はできます

からね，なぜそれができないんですかということを私は質問したけども，まともに答えよ

うとしない。そこはとても残念であります。そこは指摘しておきたいと思うんです。 

 それで，私が言いたいのは，反対として言いたいのは，公の施設ですから，私も老人集

会所の管理についてはいろいろ知ってます。前に決算のときでも指摘したけど，私の地域

の地元の集会所のクーラーが，室外機が取られたか壊れたかして，かえざるを得ない。そ

れは，地域の方が本当に努力して使わざるを得ないから，何とか工面して払いましたよ

ね。だから，そういったことの，要するに，今はそういう指定管理されている老人クラブ

の犠牲と負担で成り立っているんですよ，何とか。しかし，わずかなお金でそういった指
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定管理者の管理を今の仕組みではそうなってる。しかし，公の施設の管理の仕方は，これ

やっぱり間違いじゃないか，率直に私は指摘したいんです。わずかな金を節約してってい

うんか，コスト削減にもなっていない，私はすぐにでもこれは変えられると思うんです。

そこは，是非やっぱり指定管理者から外して，もとの委託という形で今の老人クラブに，

自治会に運営すれば，任せればいいのであって，そのときに適切なやっぱり公の施設の管

理，責任を貫くことができるということで，是非見直しを指摘して，反対討論としたいと

思います。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決いたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

 午後１時まで休憩いたします。 

              午後０時０６分 休憩 

              午後１時００分 再開 

議長（稲田雅士君） 休憩を閉じて会議を再開いたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１１ 

議長（稲田雅士君） 日程第１１，議案第１３号竹原市在宅障害者デイ・サービスセンタ

ーの指定管理者の指定についてを議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１３号竹原市在宅障害者デイ・サービスセンターの指定管理

者の指定について，提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，地方自治法第２４４条の２第３項の規定により，竹原市在宅障害者デイ・サー

ビスセンターの指定管理者を指定するものであります。 

 竹原市在宅障害者デイ・サービスセンターにつきましては，その設置目的，利用状況等

を鑑み，利用者の福祉の維持等を含め総合的に検討した結果，非公募として現在の指定管
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理者である社会福祉法人竹原市社会福祉協議会を指定管理者に指定することとし，同法人

と協議を行い，指定管理者の指定の申請に基づき審査を行った結果，適当と認め，平成２

６年４月１日から平成３１年３月３１日までの間，指定管理者として指定するものであり

ます。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） 議案第１３号在宅障害者デイ・サービスセンターの指定管理者の

指定について伺います。 

 前議案と同様に，質問の内容は３点にしたいと思います。 

 １点目には，指定管理者制度を導入する前と後のコストの削減状況はどうなっているの

かということが１つと，２つ目には，施設の維持管理費，修繕費等の負担は，市が全額負

担なのか，一部指定管理者の負担になっているのか，その点についての説明を求めておき

たいと思います。 

 ３点目は，人づくりのことをいろいろ強調しましたけれども，これも福祉施設として運

営管理に当たっては，人の配置，何が大変重要ではないかということで，ひとつ指定管理

者の人件費の積算がどのように行われているのかなということで，本来福祉施設でしたら

措置基準というのがあって，このデイサービスを運営するのに何人の人が必要で，人件費

はこうで，これだけの人件費がかかりますよという基準があろうかと思うんです。それが

あれば，この施設を運営するために何人必要で，賃金はどういった計算になっているかと

いうことをお聞きしたいのと，それと，現在行われているデイサービスの運用で，人が何

人配置されているのか，それと賃金等把握の実態がわかれば教えていただきたいというふ

うに思います。 

議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） デイサービスセンターの指定管理者に関する御質問でございま

すが，まず１点目の指定管理者制度導入前後の金額ということでございますが，これ１７

年度と平成２４年度の比較で行いますと，平成１７年度が１，５９８万６，７７０円，平

成２４年度が１，４３３万６９７円ということで，１６５万６，０７５円の差ということ

になっております。 

 ２点目の維持管理経費につきましては，おおむね市のほうが負担しておるという状況で
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ございます。 

 ３点目，人件費の件でございますが，済いません，金額については，先ほどの金額の中

で含んでおるというところで，職員の配置状況で御説明にかえさせていただきます。 

 職員体制といたしましては，所長が１名，これ常勤の方兼務ということ，また管理者が

１名，嘱託職員で指導員が兼務，また指導員が６名ということで，嘱託職員１名，臨時職

員５名ということでございまして，職員体制は，以上のようになっております。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） １つは，コスト削減ということが今報告がありました。 

 それと，２点目の維持修繕費の分については，おおむねということではあるんですが，

やっぱり市が基本的に，おおむねっていうんが，全額に近い形で市が負担しているという

ふうに理解してよいのかどうか。 

 それと，そういうことにすれば，他の施設，今まで議案審議してきた施設での整合性と

いいますか，私は基本的に公の施設ですから公の市が責任を持って負担，維持管理すべき

だということを申し上げてきたけれども，御存知のように，黒滝ホーム等々では，いろい

ろ地元の指定管理者に負担させるということがあって，るる意見を申し上げてきました。

ですから，今回の市が管理すること自体はいいんですけれども，他の施設との指定管理者

の施設との違いはどこにあるのかなということを説明をお願いしたい。 

 それから，人の配置のことなんですけれども，所長，管理者，指導員等で，８名になろ

うかと思うんです。１人，１人，６人ということでしたから，８名になろうかと思うんで

すが，８時間勤務ということではないんでしょうけれども，極めてやっぱり賃金が低いの

ではないかなということで，時給の設定になっているのかということを含めて，賃金の状

況ですね，平均でもいいんですけれども，指導員の方は１人どのくらいになるか，管理

者，所長等，今どのくらい賃金が払われているのかということについてちょっとお知らせ

願いたいというふうに思います。 

議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） １点目の維持修繕の関係でございますが，市のほうで基本的に

は払っておるということで，指定管理者のほうから申し出が特にないということもありま

して，市のほうで維持修繕には対応しておるということでございます。 

 それで，他の施設の整合性ということでございますが，そういった面も含めまして，こ
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のデイサービスセンター協定のほうでは，維持管理に関しまして，黒滝ホームのように協

定書の中で規定をしておるということはございません。 

 人件費の件につきましては，申しわけございませんが，詳細な資料を持ち合わせており

ませんが，所長につきましては，先ほど申し上げましたが，常勤の兼務，管理者につきま

しては嘱託と指導員の兼務，また指導員につきましては嘱託の方が１名，臨時の方が５名

ということでございます。その点で，積算の内訳につきましては，また後ほど調べまして

御答弁させていただきます。よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） 率直に伺って，１，４３３万円，平成２４年度の委託料っていい

ますか，指定管理料がなってますね。主には，やっぱり人件費だと思うんですけれども，

この１，４３３万円の中のほとんどなんか，ちょっとそこんところが人件費分ですね，要

するに市がきちっと積算して委託しなくてはいけないという観点から聞いているわけです

から，そこのことを維持管理費がなかったらほとんど１，４３３万円を，さっき言った６

人の人が人件費に使っているよというような説明で理解していいのかどうかを含めて，ち

ょっとお尋ねしたいというふうに思います。 

 それとあと，そういう福祉施設ですから，先ほど黒滝のほうの例も言いましたけれど

も，こういう人づくりということが，人の配置ということが大切だと思うし，そこでのい

ろんな，特に介護とか福祉分野では，賃金の状況は大変厳しい状況があって，私も職安に

はちょこちょこ行きますけれども，職安の雇用なんかは，介護とか医療とか福祉なんかは

新規の雇用がどんどん……。どんどんと言うたらちょっと大げさですけれども，出てます

よね。製造分野の造船とか，あっこの島がありますけれども，製造分野の新たな雇用はほ

とんどないというんが今まででした。それは，逆の面で言えば，医療や介護等，そういう

福祉分野の賃金が悪いからといいますか，低過ぎるから，頑張ろうと思ってやったんだけ

れども，大変厳しい状況があるから，やめる人がどんどん出てくるという面で求人がどん

どんあるということの裏返しなんですけれども。だから，そういう面では，きちっと安定

して雇用という面から，人件費の予算措置がどうなっているかということを繰り返しちょ

っと尋ねておきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） 人件費に関する御質問でございますが，議員おっしゃるよう

に，決算額で申しますと，平成２４年度１，４３３万６９７円，これは大部分は人件費で
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あろうと，このように認識いたしております。 

 また，人づくりという話がございましたが，この在宅障害者デイサービスセンターが目

的といたしまして，心身障害者等に対しまして創作的活動，機能訓練，教養の向上等の便

宜を供与することにより障害者の福祉の向上を図ることを設置の目的といたしておりま

す。 

 お話ございますように，雇用の面も含めまして，そうした安定した雇用と申しますか，

そういったことに今後におきましても努めてまいりたいと考えておりますので，よろしく

お願いいたします。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） 私は，この議案にも反対しておきたいというふうに思います。 

 先ほど，人件費のことで公的施設，福祉施設の管理運営がどうかということは言いまし

たけれども，現実の問題として，１，４３３万円，このほとんどが人件費だというふうに

私も思います。そういった面から見ても，さっき言った人配の中身を見ても，やっぱりこ

れが福祉を増進させるということから見ても，安心して働ける，そういった賃金かどうか

という面では，私はいろいろこの間やってきたんでしょうけれども，大変疑問を持ってお

ります。ですから，しっかりとした公の施設の管理という面から見ても，特に人づくり，

人配の配置を考えても，今こそこういった指定管理者を見直して，市が責任を持った対応

をすべきだと。現実に受けておられる社協の方々の努力と犠牲と負担が成り立っている

と，こういうことに対して本当に敬意を表したいし，即刻その改善が必要だということを

指摘して，反対討論としたいと思います。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決をいたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１２ 
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議長（稲田雅士君） 日程第１２，議案第１４号竹原市ふくしの駅の指定管理者の指定に

ついてを議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１４号竹原市ふくしの駅の指定管理者の指定について，提案

の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，地方自治法第２４４条の２第３項の規定により，竹原市ふくしの駅の指定管理

者を指定するものであります。 

 竹原市ふくしの駅につきましては，その設置目的，利用状況等を鑑み，事業効果等を含

め総合的に検討した結果，非公募として現在の指定管理者である社会福祉法人竹原市社会

福祉協議会を指定管理者に指定することとし，同法人と協議を行い，指定管理者の指定の

申請に基づき審査を行った結果，適当と認め，平成２６年４月１日から平成３１年３月３

１日までの間，指定管理者として指定するものであります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） この件も，公の施設の指定管理者の指定ということでありますの

で，１点目は，コスト削減の状況です。指定管理する前と後のコスト削減の状況はどうな

っているのかということと，２点目は，ふくしの駅についても施設の維持管理費等の負担

はどうなっているのかと。先ほどのデイサービスでは，指定管理者に負担を求める規定そ

のものがないということでありましたので，あるとことないとこの区別といいますか，黒

滝とか老人集会所とかコミュニティとか，そこは一部というんがあったと思うんですけど

も，デイサービスなりふくしの駅はどうなってるのかということを含めて，指定管理者に

修繕費の負担を求める規定が入れる入れない，その区分けっていいますか，仕分けってい

ますか，そこをもう少し丁寧に説明していただきたいということとあわせて維持費の負担

のあり方を質問していきたい。 

 それから，３点目は，ふくしの駅の運営管理で人件費にかかわる基準は幾らなのか。そ

れと現行の配置基準，何人配置しているのか，賃金体系がわかれば，平均でもいいですけ

れども，報告していただきたいと。 
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議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） ふくしの駅の指定管理者に係る御質問ということでございまし

て，まず１点目の指定管理者制度導入前後のコストということでございますが，こちらに

つきまして平成１７年度と平成２４年度の比較ということで申し上げますと，平成１７年

度が２０４万２，２０２円で，平成２４年度が１９８万５，０００円ということで，差し

引きは５万７，２０２円ということでございます。 

 また，維持管理，維持修繕ということでございますが，こちらにつきましては，おおむ

ねやはり市のほうが負担をしておるということでございます。 

 それと，運営の関係でございますが，こちらふくしの駅の指定管理につきましては，建

物管理ということでございまして，人件費等は含んでおりませんで，指定管理料の内訳と

しますと，建物の光熱水費とか，保守料とか，業務委託，消耗品等ということでございま

して，その金額が１９８万５，０００円ということになっておりますので，御理解いただ

きたいと思います。 

 それと，協定書のほうで，建物の維持補修等規定の有無ということでございますが，そ

れぞれ黒滝ホームとの差という御質問であろうかと思いますが，その点につきましては，

施設の建物の性質等，こういったふくしの駅の場合は，建物管理を指定管理でお願いしと

るということもありまして，それぞれ性質に応じまして検討をしておるというとこでござ

います。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） 建物の維持管理という面では，私が繰り返し指摘しているよう

に，公の施設というのは間違いないと思うんですが，そこは違うんですか。だから，福祉

施設とか，資料館とか，老人集会所とか，いろいろ役割は確かに違うんでしょうけども，

建物自体は公の施設ということは間違いないですよね，その議論を今しているわけですか

ら。そこで，性質が違うとか，そこらがちょっとわかりにくい。維持費の負担を求める求

めないという仕分けなり区別，基準がちょっとわかりにくいんで，もう少し丁寧にわかり

やすく，黒滝，資料館とか，こういうことだから指定管理者に負担を求めるんだと，ふく

しの駅とかデイサービスは，こういうことだから市が全額負担するんだということをわか

りやすく，丁寧に説明していただければというふうに思います。 

 それから，コスト削減ということで見てみますと，確かに報告では５万７，０００円と
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いうコストになっておりました。コスト削減は一体どこから出たんかなと。私は，主に施

設，人の管理の問題とか，あとは修繕費を組んでて，そこを指定管理者に任せる，市が持

つということで，いろいろコスト削減に出てくる財源，コスト削減の財源ということしか

ないと思うんですけど，ここのコスト削減というのは，そういう施設の整備する必要がな

くなったから減ったのか，コスト削減の，どっから削減されたのかということを，ちょっ

と細かいようですけれども，説明していただければというふうに思います。 

議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） まず，１点目の維持修繕の関係で御質問ありました。 

 協定上で結ぶ結ばないというのがございますが，一般的な考えとしまして，建物が時

間，時の経過とともに老朽化していくということはございます。施設の使用に伴いまして

一般的な劣化に関する修繕は，指定管理者のほうが対応すべきという考えも確かにござい

ます。その上で，施設の従前の機能の回復と申しますか，機能の向上を伴う大規模な修繕

につきましては市が負担と考えるのが，リスクを分担させる観点から，午前中も申し上げ

ましたが，その点は妥当でないかという考えもございます。 

 それで，施設によって協定のほうで中身の違いというのは，それぞれの施設の特徴，こ

れまでの経緯，管理委託をしておった経緯等も踏まえまして，そのように協定で規定して

おるというふうに御理解いただけたらと思います。 

 あと一点，ふくしの駅のコストの削減のものにつきましては，議員のほうからもお話も

ございましたが，内訳の中で，例えば保守料とか，光熱水費とか，そういった内訳を申し

上げましたが，そちらの辺を精査いたしまして，若干ではございますが，５万７，２０２

円ということでございますが，そちらの減額につながっておると認識いたしております。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） ここのコスト削減の金額，金額そのものは小さいんですけども，

実際上はふくしの駅という建物の管理なんだということになれば，市が提案してるような

指定管理者にしてこそ削減というメリットといいますか，あなた方考えてる，そこにも当

てはまらないと思うんです，先ほど五万数千円しか，今ないわけですから。ですから，い

ずれは，今施設が新しいから発生しない，今後は発生するということになれば，今度は社

協そのものの負担が，今そういう建物の管理そのものが老朽化してくれば，そこの指定管

理者そのものに負担が行くような仕組みになっていますよね。今は，新しいから大規模発



- 46 - 

生しない。いずれやっぱり施設は老朽化してくるわけですから，いずれは指定管理者であ

るとこが負担を求めて，この二百何万円のほとんどがそういったとこにも施設の維持管理

に膨れ上がってくるんじゃないんかなという心配があるんですけども，将来的にはそうな

るよというふうに理解していいんでしょうか。 

議長（稲田雅士君） 福祉課長。 

福祉課長（平田康宏君） 現時点では，金額としては１９８万５，０００円ということ

で，２４年度の決算で申し上げまして，議員からもいろいろお話ございました。確かに，

ふくしの駅につきましては，平成１３年３月に建設された施設ということで，現在１０年

以上経過しておる施設ということでございます。今後，建物の老朽化，年数を経ますと，

当然そういったこともあろうかと思いますが，市としましては，相手方指定管理者と十分

協議を行った上で事業運営，施設の設置目的でございます市民福祉の向上に資するため，

こちらの施設は，介護知識，介護方法の普及及び高齢者の交流並びにボランティアの育成

を図り，もって住民参加型の福祉活動の推進を図るという目的がございますので，そちら

の施設の目的に十分合致するように努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 １３番。 

１３番（松本 進君） 私は，この議案に反対をしたいと思います。 

 私は，この間公の施設の指定管理者のあり方がどうなんかということを問題提起し，改

善なり指摘をしてまいりました。今の話を聞いてもよくわかるように，建物の維持管理で

指定管理者を指定した場合，今は老朽化の問題が発生しないけれども，５年，１０年先の

これを続けると，必ず施設の維持管理費の分を見ても指定管理者の負担が増えるというよ

うな仕組みに今は持っていかざるを得んというのが，今の話を聞いて，私は大変心配しま

す。ですから，私は今からこういった公のあり方を抜本的に考えて，指定管理者の公の施

設のあり方としていいのかどうか，そういう面では是非ふくしの駅を通じて考えていただ

いて，抜本的な見直しということを取り組んでいただきたいという指摘とともに，反対と

したいと思います。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決をいたします。 
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 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１３ 

議長（稲田雅士君） 日程第１３，議案第１５号竹原市職員の自己啓発等休業に関する条

例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１５号竹原市職員の自己啓発等休業に関する条例案につい

て，提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，職員の能力及び資質の向上のため，職員が自発的な大学等の課程の履修または

国際貢献活動を希望する場合に，職員としての身分を保有したまま職務に従事しないこと

を認める休業制度を導入するものであります。 

 提案の内容につきましては，職員が大学等課程の履修または国際貢献活動を行う場合に

おいて，大学等課程の履修に当たっては２年，国際貢献活動に当たっては３年の休業を承

認することができることとするなど，必要な規定を整備するものであります。 

 こうした休業制度を導入することにより，専門的知識・技術の習得や高度化，職員の国

際的な視野の拡大を促し，職員の公務能力及び資質の向上に資するものと考えておりま

す。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 ６番。 

６番（山村道信君） それでは，何点か質問させていただきます。 

 先般，この議案書があった以降に，担当部署にまた質問させていただいたわけでござい

ますが，その質問とともに何件かちょっとございますので，端的に質問させていただきま

す。 

 最長３年という長い期間，これの休業を認める条例案というふうに受け取らさせていた



- 48 - 

だいております。 

 まず，その３年間において，休業時の報酬はどうなるのか，まずこれが１件。そして，

その間の保険，例えば国民保険，あるいは我々企業人であれば社会保険へ入っとるわけで

すが，皆様方の公務員保険，これに関して担保はどういうふうになるのか。恐らく，社会

保険であったら，半分企業が負担するはずです。皆様方の保険はどういうふうになってい

るのか，ちょっとそういったところもあわせてお尋ねしたい。 

 そして，もう一つこれは部課長の裁量，あるいはそれができないんであれば，市長の裁

量で，許可，容認することができるんではないか，これはできないのかということが３点

目。 

 そして，この休業時の埋め合わせっていうんですか，職員が欠如するわけですが，その

ときの対策，対処はどういうふうなものがあるのかということです。 

 そして，５点目，民間企業の長期休業の実態を把握された上での改正案なのかどうか。

私が知っている以上は，２００５年に介護法の適用があり，３年の介護法っていうんです

か，子供が生まれたときの介護ですね，これに対するあれで，３カ月の休業を認めるとい

うことが一般化されております。それによって，民間企業も最長３カ月の休業を認めます

よというところ，これもちょっとこの間ネットで調べさせていただきましたけども，それ

以外といったら特定の企業にしかないわけでして，こういった内情を調べた上なのかどう

かということです。 

 それから，６点目です。まず，本当にこれそういうふうな希望者が出たということらし

いんですが，その個人のために条例という大きな一つの規則が変えられる，これがいかが

なるもんなのかということです。 

 そして，最後に国がどうも推薦してるようだということも耳にしたわけなんですが，実

際国の関係法令としてどういうふうな法令があるのか，そういったところをあわせてお答

えいただきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 総務課長。 

総務課長（桶本哲也君） 山村議員の御質問，７点御質問いただきました。お答えをいた

します。 

 まず，自己啓発等，この休養のする場合，職員が最長，大学等課程の履修の場合は２

年，特別な場合３年とされております。国際貢献活動の場合は３年ということで定めてお

りますが，これにつきましては，あくまで職員本人の自発的意志に基づき行うというもの
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でございまして，それを許可をするという形になります。そういうことでございますの

で，地方公務員法上の規定に基づきまして，無給の休業ということになるものでございま

す。 

 それから，２点目の保険について，保険はどうなるのかということでございますが，休

業中におけます給与の支給っていうのはございませんけども，在職している期間と同様

に，この休業期間中に地方公務員として共済組合員の身分を保有するということになりま

すので，市の負担金あるいは個人の掛金も同様に引き続いてあるということでございま

す。 

 それから，これはあくまでも条例の中に定めておりますように，職員本人の申し出によ

り市長が休業を許可するというものでございますので，どういった内容かというのを十分

に審査をいたしまして，許可あるいは不許可ということで決定をさせていただくものでご

ざいます。 

 それから，職員が休業している期間の手当てといいますか，職員が休業している期間，

不在となりますので，当然職員が長期にわたり職務に従事をしないということになりま

す。したがいまして，他の職員への負担増といいますか，また人員配置等の問題が出てま

いります。基本的には，その期間によってくるかとは思いますけども，臨時職員等で対応

をしていくということになろうかというふうに思っております。 

 それから，民間企業の場合の実態の把握ということでございますが，国際貢献活動のほ

うを例に挙げさせていただければと思うんですが，国際貢献活動につきましては，ボラン

ティアで諸外国へ行って，そういった奉仕活動，ボランティア活動を行われる。民間にお

きましても，やはりそういった企業の中で労使の協約等結んでおられる場合，あるいは社

内規定としてそういう休業制度を整備されてる場合，そういった休暇制度を設けられてい

るか，さまざまな形はあろうかと思いますけども，一定にはそういうものを設けられて，

社員の方がそういったボランティア活動をされてるというケースはあるというふうには伺

っております。全国的にどのぐらいあるかということになると，ちょっとそこまでは把握

はしておりませんが，そういった民間でも例はあるということでお聞きしているとこでご

ざいます。 

 それから，このたびこの休業制度を創設するに当たりまして新たに条例を制定させてい

ただくということで今回上程をさせていただいておりますが，これは地方公務員法の一部

改正がございまして，この自己啓発等休業を，職員の休業を認めるという場合には，条例
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で定めることによりできるというふうに法律の中でできる規定がございます。それに基づ

いてということでございますので，条例を整備しなければ，この休業を認めることができ

ないということになりますので，このたびそのように条例を新たに制定をさせていただき

たいということでございます。 

 それで，このたび地方公務員法につきましては，平成１９年５月に地方公務員法の一部

改正がございまして，条例で定めることによりということで改正されたわけでございます

が，国のほうにおきましては，同じく平成１９年５月に国家公務員の自己啓発と休業に関

する法律が制定されまして，国家公務員につきましては法律でそういった休業を認めると

いう制度が創立されたところです。地方公務員につきましても，やはり同じようにそうい

った職員の自己啓発，資質の向上でありますとか，またふだん業務では経験できないこと

を貢献して，一層公務にそういった経験を生かしていくというようなことも必要だという

ようなことから改正をされているものでございます。 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（山村道信君） 一応，これは質疑ということなので，後で討論のときにまた自分な

りの意見を述べさせていただきます。ありがとうございました。 

議長（稲田雅士君） ９番。 

９番（宮原忠行君） 課長のほうの答弁にもあったように，１９年に地方公務員法が改正

されて，それでこのたび条例案が上程をされたと，こういうことですよね。 

 ちょっとインターネットで調べてみますと，例えば都道府県であるとか，都市部におけ

る地方自治体等は，かなり条例が整備をされ施行されてるんであろうと思うんです。 

 そこで，広島県における条例の制定状況ですね。それとあわせて地方公務員法の改正が

自己啓発と国際貢献ですよね。今回希望者があったからこういうふうに条例案を提出され

たんじゃろうと思うんですけれども，竹原市の希望されておる職員の場合は，国際貢献に

該当するのか，あるいは自己啓発に該当するのか，その２点についてお尋ねをさせていた

だきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 総務課長。 

総務課長（桶本哲也君） お答えをいたします。 

 まず，県内の自己啓発等休業の条例の制定の状況ということでございますが，県内の状

況につきましては，広島県がまず制定をしておられまして，それから県内では３市１町が
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制定済みです。具体的に言いますと，東広島市，安芸高田市，江田島市，府中町の３市１

町で，現在まで制定済みという状況でございます。 

 それから，このたび具体的なそういう申し出があったというようなことでございますけ

ども，このたび本市の職員のうち保育士１名が，来年度から１年間アフリカのケニアに行

きまして，就学前施設で保育のボランティア活動を行いたいという申し出がございまし

た。職員の能力及び資質の向上に資するものというふうに認められることから，この制度

の導入が必要であるというふうに考えまして，本条例案を提案をさせていただいたという

ものでございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） ９番。 

９番（宮原忠行君） 新たにケニアに行かれるということですよね。これも，いろんな国

際貢献団体，例えばＮＧＯとか，いろいろあるわけですよ。しかし，例えば国際貢献活動

を行う場合には，地方公務員法改正の時点で，例えば政府の交流機関が行う事業について

は認めるけれども，例えばその他のものについては認めませんというようなメルクマール

ができとんじゃないかと思うんです。そこんところを御答弁いただけるようであれば，御

答弁願いたいと思いますんで，よろしくお願いします。 

議長（稲田雅士君） 総務課長。 

総務課長（桶本哲也君） 条例案の中にも定めております。条例案の第５条で奉仕活動に

ついては規定をさせていただいてるところでございますが，こういったような国際協力を

行う上でのそういった奉仕活動ですとか，また国際協力の促進に関する活動のうち，職員

が参加することが適当であるというふうに認めるものというふうにも１号，２号でってい

う形で定めておりまして，このたびにつきましては，保育士である職員が，そういった保

育のボランティア活動を行うということから，これはこういった活動に該当するというふ

うに認定をしているところでございまして，こういった条例の中で決めさせていただいて

いるというとこでございます。 

議長（稲田雅士君） ９番。 

９番（宮原忠行君） 国際貢献活動を行う場合には，独立行政法人国際協力機構が行う青

年海外協力隊，それからシニア海外ボランティア，それから日系社会青年ボランティア，

日系社会シニアボランティア，それから独立行政法人国際協力機構の推薦によって参加す

る国連のボランティア計画なんですね。これ以外は認められていないわけなんです。じゃ

から，希望する職員さんは，恐らくここのどれかのところで行かれるんだろうと思うん
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で，これは明確に国際貢献活動だと思うわけです。 

 グローバル経済の中で，いろいろと国際貢献もそうなんですけれども，例えば安芸高田

とかいろんなところ，例えば韓国じゃったですかね，いろんなところで地域の国際的な交

流にも役立っていくようなことがあるわけです。県内で制定されている３市１町ですか，

恐らくそうした国際交流も含めた，ふるさと再生といいますか，そうした活動も行ってい

るところであるんだろうと思うんです。ですから，そうしたところももう少ししっかりと

紹介をしていただいて，私どもにも御説明をいただかなきゃなりませんし，また市民の皆

様方にも説明をしていく必要があるんだろうと思うんです。とりわけ，竹原市におきまし

ては，新卒で採用された方が，市外から来られて採用試験受けられた，そして採用の決定

になったりと。そして，ゼロから１つの一定の職場に配置されて，力をつけてくると。そ

うした中で，ある意味で言えば，即戦力をつけた段階で，他の地方公共団体へ移るという

ことも何年か続いておるわけです。山村議員からもありましたけども，例えば正規，非正

規でいいますと，正規が五十三，四ぐらいですかね，非正規が四十五，六か，そのぐらい

でしょう。そうなってきますと，やはり職場における本人の希望はそうなんでしょうけれ

ども，また国際化の時代にあって，竹原市においてもそういった国際貢献活動とかといっ

たものも必要とされてきとんでしょう。しかし，さはさりながら，やはり正規のウエート

がここまで高くなった段階で，果たしてどこまでそうした活動，あるいは自己啓発のため

に休業補償をしていく体力的な余裕が竹原市にあるんだろうか。例えば，今回想定されて

おられる方は１人なんでしょう，恐らく。例えば，希望が複数，例えば１０人あったとし

ます。１０人あったとして，１０人の希望をかなえられるような果たして職員体制になっ

ておるんかどうかということも問題になってきます。そうしますと，やはりどっかの時点

で，それが２人になるんか３人になるんか，あるいは５人になるんかわかりませんけれど

も，そこら辺の国際貢献であれ，あるいは自己啓発であれ，相当客観性，あるいは公正

性，公平性を兼ね備えたようなメルクマールが，私は恐らく必要なんだろうと思うわけな

んです。 

 それで，またもう一つは，例えばそうした国際貢献活動とか，あるいは自己啓発を積ま

れて，ある意味で言えば，自分のキャリアアップといいますか，資質の向上が図られた

と。それで，資質の向上が図られた時点で，例えばよその自治体へ移るということも考え

られんではないと思うんです。例えば，自己啓発のために大学院へ行きました。例えば公

共政策を学びますと。かなりのそうした地方公務員としての資質が上がってきたと。そう
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なってくると，当然そういうよりグレードの高いキャリアを持った職員に対する要望が全

国どこでもあると思うんです。そうしますと，例えばそうした自己啓発中にどっかの地方

公共団体を受けて，例えば資格取得といいますか，大学院卒業後によそへ行っとるといっ

たようなことも，私は考えられるんではないかと思うんです。 

 そこで，今の時点において，どこまで煮詰められたもんか，私はちょっと疑問に感じる

ところがあるんです。これは非難しとんじゃないんです。ほいじゃが，地方公務員法の改

正を受けて，制度として竹原市の公務員制度にそうした制度を新たに設けるとすれば，そ

こら辺の市民，あるいは職員，あるいは議員我々も，心配をするといいますか，ある程度

危惧されるところについては，やはり施行の前までに事務当局においてそこら辺の不安と

いうものが払拭をされるように御尽力をいただきたいと思いますが，この点について御答

弁をいただきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 総務課長。 

総務課長（桶本哲也君） 今議員さん言われますように，近年公務を取り巻く社会情勢と

いうのが大きく変化をしておりまして，公務現場での業務等について複雑化，高度化して

いるという中でございます。こういう中で，職員の自発性，あるいは自主性を生かした幅

広い能力開発，また国際協力というもとで，通常の業務では得ることのできない，そうい

った知識ですとか経験を得るということは，非常に重要なことであるというふうに認識を

いたしております。全体の人材育成というような観点からも，非常に意義があることでは

ないかというふうに思っております。しかしながら，今議員から御指摘がございましたよ

うに，そういった職員がスキルアップを行うことによって竹原市から他の自治体なり他の

職場のほうに去るというようなことがありますと，竹原市にとっては非常に大きな損失だ

というふうに考えております。やはりそういったことのないように，職員については常に

フォローといいますか，竹原市にとりましては，こういった人的財産というのは非常に重

要でございますので，しっかりとそういうことのないように，我々としても今後フォロー

していきたいというふうに考えておりますので，どうぞよろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 ６番。 

６番（山村道信君） 私は，この条例に対して反対という立場で討論をさせていただきま

す。 
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 日本全国調べてみますと，約６，３００万人の人が働いています。そのうち公務員職員

となられるのは約６．７％，４００万人というデータも調べてあります。そこの中で，先

進的なことを我々がやるんだと言われるかもしれませんけども，いかんせんこの大勢の，

要するに９３％ぐらいの労働者，働いている人は，まさに夢みたいなことなんです。とい

うのが，やはり一般では，もしこういうようなことをやろうと思ったら，会社をやめてや

らざるを得ない。ましてや，社会保険，会社が半分負担するわけですけども，せいぜいや

っても３カ月。１年も負担する，これは皆さん国保税の金額がトータル的にわかられるよ

うに，それが累積したときに，会社が払わなくちゃいけない金額というのはどういうもの

なのか，そういったことを考えたら，やはり大きなそういったリスクは犯せないわけで

す。幾ら国のほうで，一つの法でそういうふうな指示があると言われても，やはりそれを

実行できる企業が何社あるんだということが現状じゃないかと思います。本当にそれだけ

あって，９８％が中小零細企業なんです。ましてや，２０人以下の規模，要するに小規模

経営者が約９０％占めているんです。そこの中で，こういう条例を出すっていうことは，

逆に私は皆さんから責められます。何を考えてるんだと。一方的なことじゃないかと。要

するに，皆様方は，そういった人たちの税金でもって今現在あるわけでして，だから皆さ

ん方，そういった保険に対しては，しようがない，市が負担しますと簡単に言いますけど

も，我々企業家は，全部こっちへついて回るんです。そういった内情をもう少し御理解し

ていただきたい。確かに，崇高な精神で，そうやって海外で勉強して役に立てたいんだと

いう本人の意思は尊重いたします。だから，私は，これは条例っていうものをつくらず

に，もっと何かの形で行かせてあげることはできないのかというふうなことを思ったわけ

でございます。私は，本人のそういった意向は尊重しますけども，しかしながらここにこ

うして条例案として提出する，それを認めろというわけにはいかないので，反対させてい

ただきます。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） ９番。 

９番（宮原忠行君） 賛成の立場から討論させていただきます。 

 山村議員の御指摘の点も全くそのとおりじゃろうと思いますけれども，しかしやはり行

政は，法律に基づいた執行をしなければなりませんから，条例を制定しない限りは，他の

方法でもって，裁量権でもって，例えば国際貢献活動であるとか，あるいは自己啓発に伴

う休業をするということは，法律違反，条例違反ということになりまして，損害賠償請求
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の対象になってくるんだろうと思います。 

 それで，今世界は揺れ動いておるわけですけれども，２１世紀はアジアの世界と言わ

れ，またアフリカの時代がアジアの後には来るんだろうと思うんです。ケニアへ行かれる

そうであります。是非とも，そうした意味でグローバル化の時代における竹原市というも

のをやはり国際的な観点から見ていただけるような資質を獲得していただくということも

必要なんだろうと思います。その国際貢献の場において，さまざまな人々，世界各国の人

が恐らく集まるんでしょう。是非ともそのネットワークを築いていただいて，そのネット

ワークの中で，例えば観光でもいい，また竹原市のほうへのソフトパワーといいますか，

そうしたものも呼び込んでいただくような，そういうふうな活動も是非希望されておられ

る方には強く求めておきたいと思います。さらに，これから質問でも言いましたけれど

も，恐らくこれから，今我々が持っておる知識と経験だけでは，この困難な時代を乗り切

れんと思うんです。絶えざる自己の見直し，自己啓発ですね，不断の自己啓発です。そし

て，申し上げましたけれども，例えば公共政策のあり方，果たして竹原市正しいんじゃろ

うか，どうじゃろうか。また，少子化による人口減少に対する施策というものは，果たし

てどこに先進地があり，そうした先進地に学ぼうとすれば，何を学び，どういう制度をつ

くり上げなければならないのか，勉強をしていただかなきゃならないことは山ほどあると

思います。是非とも，極めて厳しい２１世紀の竹原を乗り切っていただけるような，常に

自己啓発を求める，意欲ある職員と，また世界の中から竹原を見詰められ得る職員の一日

も早く養成をしていただいて，その成果を出していただくよう御努力を御期待をいたしま

して，賛成の討論とさせていただきます。 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより起立により採決いたします。 

 本案は原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

              〔賛成者起立〕 

議長（稲田雅士君） 起立多数であります。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１４ 

議長（稲田雅士君） 日程第１４，議案第１６号竹原市消防賞じゅつ金及び殉職者特別賞

じゅつ金の授与に関する条例等を廃止する条例案を議題といたします。 
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 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１６号竹原市消防賞じゅつ金及び殉職者特別賞じゅつ金の授

与に関する条例等を廃止する条例案について，提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，平成２６年度から非常勤職員に対する公務災害補償等に関する事務を一部事務

組合において共同処理することとしたことに伴い，当該事務に関する条例を廃止するもの

であります。 

 条例廃止後の非常勤職員に対する公務災害補償等につきましては，市が加入する一部事

務組合である広島県市町総合事務組合において定める条例に基づき行うこととなるもので

あります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１５ 

議長（稲田雅士君） 日程第１５，議案第１７号竹原市職員の給与に関する条例の一部を

改正する条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 
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議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１７号竹原市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

案について，提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，職員の勤務１時間当たりの給与額の算出に関し必要な規定を整備するものであ

ります。 

 改正の内容につきましては，職員の勤務１時間当たりの給与額の算出において，これま

で給与月額及びこれに対する地域手当の合計額を算定の基礎としておりましたが，特殊勤

務手当についても職務の内容や量に関係して支給される手当であることから，この算定の

基礎に含めることとするものであります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１６ 

議長（稲田雅士君） 日程第１６，議案第１８号竹原市社会教育委員設置条例の一部を改

正する条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１８号竹原市社会教育委員設置条例の一部を改正する条例案
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について，提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，社会教育法の一部が改正され，社会教育委員の委嘱に係る基準について条例で

定めることとされたことに伴い，必要な規定の整備を行うものであります。 

 改正の内容につきましては，竹原市社会教育委員の委嘱の基準について，文部科学省令

に定める基準を参酌し，条例で定めるものであります。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願い申し上げます。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 ９番。 

９番（宮原忠行君） 第３次地方分権一括法関係として，第１８号，それから２０号，そ

れから２２号，３案件，今議会の上程をされているわけであります。それで，正式には，

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律として，８１項目が掲げられているわけであります。それで，ちょっと見ますと，地

方自治法でありますとか，民生委員会法であるとか，いろいろと関係しているものもある

のかなという，私も内容を精査しておりませんけども，しかしいずれにしても８１本の法

律が関係する内容となっております。それで，今回３件出ておると。そうすると，残りの

件については，竹原市は該当がするものがあるのかないのか，あるとすれば，４月以降ど

ういうものが残されておるのか，担当課より御説明をいただきたいと思いますので，よろ

しくお願いします。 

議長（稲田雅士君） 総務課長。 

総務課長（桶本哲也君） 今回のいわゆる地方分権一括法と呼ばれているものにおきまし

て，４月１日施行すべきというものについて議会に条例改正案を上程しているところでご

ざいます。この第３次一括法につきましては，主に義務づけ，あるいは枠づけの見直しと

いうことで，これまで国の法律で定めておりましたものを条例等で定めるというふうに見

直しがされてるというものでございますが，今後ということで御質問をいただいておりま

す。このほか，今３つ条例改正案を今回提案をさせていただいておりますが，このほか平

成２６年度末までの経過措置が置かれてるというものもまだございますし，またできる規

定というふうにされているものもございますので，今後条例改正案をお願いする予定にい

たしております。どうぞよろしくお願いをいたします。 

議長（稲田雅士君） これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 
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              〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） これをもって討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は原案のとおり決することに御異議ありませんか。 

              〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

議長（稲田雅士君） 御異議なしと認めます。よって，本案は原案のとおり可決されまし

た。 

 ２時３５分まで休憩をいたします。 

              午後２時２１分 休憩 

              午後２時３５分 再開 

議長（稲田雅士君） 休憩を解いて会議を再開いたします。 

         ―――――――――――――――――――――― 

  日程第１７ 

議長（稲田雅士君） 日程第１７，議案第１９号竹原市国民健康保険税条例の一部を改正

する条例案を議題といたします。 

 事務局職員から議案を朗読させます。 

              〔事務局職員朗読〕 

議長（稲田雅士君） 市長から提案理由の説明を求めます。 

市長（吉田 基君） 議案第１９号竹原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案に

ついて，提案の理由を御説明申し上げます。 

 本案は，国民健康保険における歳出の増加に伴い，国民健康保険税の税率を改正するも

のであります。 

 本市における国民健康保険の財政状況につきましては，急速な高齢化の進展や医療技術

の高度化などに伴い，保険給付費や各種拠出金が年々増加傾向にある一方，これまでの景

気後退などによる国民健康保険税収入の伸び悩みの影響を受け，医療費の適正化や財源の

確保などに努めてまいりましたが，依然として大変厳しい状況になっております。また，

今後の財政状況の推計では，前回の見直しにおいて繰り入れを行うこととした国民健康保

険財政調整基金も，平成２７年度には不足することが見込まれております。このような状

況を踏まえ，国民健康保険特別会計の収支の改善を図り，国民健康保険事業を健全かつ安
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定的に運営するため，国民健康保険税の税率改正を行うものであります。 

 なお，税率改正に当たっては，被保険者の負担が過重とならないよう，これまでどおり

国民健康保険財政調整基金の取り崩しを行うとともに，市独自事業を行うことにより，国

庫支出金算定基準から除かれる保険給付費相当額について，一般会計から国民健康保険特

別会計へ繰り入れを行うこととしております。 

 何とぞ，慎重に御審議いただいた上，適切な御決定をお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） これより質疑に入ります。 

 ７番。 

７番（大川弘雄君） 竹原市の国民健康保険税，これが大幅に増加するということであり

ます。人それぞれでありますが，国民健康保険に加入されてる人間はいろんな人がおられ

ますけども，皆さん収入的には割と厳しいところの方が多いというふうに感じておりま

す。現実も，そうでありましょう。そこで，ある程度のジレンマはありますけども，あえ

て質問させていただきます。２年前も，この税金の見直しがありました，税率アップとい

うことで。そのときに理由は，その当時は基金の残高が少なくなっていたということもあ

り，このまま放っておけば，急激な税金の率が上がるということで，急激な変動はいかん

ということで，渋々皆さん条件つきで賛成したんだと思います。私も，そのときは賛成の

立場でありました。しかし，今現在竹原市では，若い人も含めて，正規雇用ではないとい

う言い方がいいですか，非正規の方が多く，若い人たちも国民健康保険であります。その

人たちのことも考えながら，質問をしていきたいと思います。 

 まず，市民健康課長にお聞きします。 

 この２年間，財源確保しなければならないということで頑張っていただいたんですけど

も，その間の取り組みはどのようなことをして，どのような状況であったでしょうか。ま

た，転出の多いと言われる近隣の市町，代表的に言えば，三原市，東広島市ですね，ここ

との国保の比較はどのようになっていますでしょうか，お聞きします。 

議長（稲田雅士君） 市民健康課長。 

市民健康課長（森野隆典君） まず，１点目の取り組みの状況ということでございます

が，市民健康課としましては，保健事業の推進によって医療費の抑制を図るということを

実施してまいりました。まず，大きくは，早期発見，早期治療というふうな観点から，特

定健診，特定保健指導の受診率の向上に取り組み，最終的に医療費の多くを占めます生活

習慣病，まずこれを予防する観点から，こうした事業の実施率の向上に努めてまいりまし
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た。また，重複受診，あるいは頻回受診を解消するための保健指導等も実施しておりま

す。また，このほかに，ジェネリック医薬品の利用促進を図って，自己負担などの差額通

知等を個別に実施するなど行いまして，いわゆる薬剤費等の抑制に努めております。ま

た，医療費の適正化を図るため，専門職によるレセプト内容の点検を実施する等の事業を

行いまして，全体として保健事業の抑制を図る中で，全体の医療費の抑制ということに努

めてまいりました。 

 また，次の近隣の医療費の状況ということでございますが，手元には平成２４年度の１

人当たりの療養諸費の数字ということでお答えさせていただきたいと思います。竹原市

が，平成２４年度１人当たり３８万８，３６０円という数字となっております。このとき

の県の平均値は，３７万３，２８８円となっております。お尋ねの三原市が３８万７，５

４２円，東広島市が３４万２，５９７円というふうな状況でございまして，県平均と比べ

ますと，竹原が中ほどよりやや上位というふうな医療費の状況でございます。 

 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） ７番。 

７番（大川弘雄君） この問題は，国民全員が同じ国民健康保険というか保険料であれ

ば，何ら問題はないんでしょうけども，各保険組合で違うわけですよね。ましてや，国保

に至っては，市町で違うわけです。三原で違う，竹原で違う，大崎で違う。私が一番懸念

しているのは，そのあたりの住みよさ実感というところを言いたいわけです。やはり水が

安くておいしい竹原でありますけども，じゃあ税金が高いんよ，国保が高いんよといった

ら，そこに住みたいと思いますか。そのあたりを私は指摘していきたいと思います。 

 竹原市では，今徐々に税率をアップしていくということで２年後にもまた上げるであろ

うというふうな話を聞いております。確かに，単年度収支を見ますと，平成２５年の見込

みではマイナス約７，５００万円，基金を入れてこれだけ。平成２６年の予算では約４，

７００万円，これは一般会計から法定外の入れもありました。また，基金からも入ってお

ります。このような厳しいという状況は存じております。しかしというところで質問させ

ていただいているわけです。この国民健康保険，皆保険と言いますよね。皆さんが何らか

の保険に入っている。これは，アメリカのオバマ大統領もうらやむところであります。ア

メリカはなかなかできません。自分のことは自分でやってください，そういう国です。し

かし，日本では，共助で，皆さんで助け合いながら，保険をやっていきましょう，病気に

なっても病院に行けるようにしてますよというのが，日本の国であります。こういう状況
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の中で，私は，要は，この制度が破綻してる，崩壊してるということが申し上げたいわけ

です。なぜなら，通常の財源不足，これを解消する場合には，収入を上げればいいわけで

す。そして，出るところを少なくすればいい。しかし，よく見ますと，この収入を上げま

すよ。収納率が９３％というルールがあります。それを達成すれば，補助金，ニンジンで

すよね，２，５００万円国からいただける。そういうルールを皆さん御存知かどうか。そ

れを説明しながら，皆さんにも協力していきながら，１００％の収納率を達成すればい

い。しかし，それをしたからといって，じゃあ全ての保険給付ができるか。できないです

よね。じゃあ支出を減らしましょうや。そしたら，これは皆さん健康で病院に行かなきゃ

いい。しかし，そうすると日本の医療制度では，これ報酬制度になってるんですか，診療

報酬の制度では，病院に人が来ないと，病院は潰れてしまいます。こういったことから，

地域の医療が崩壊するわけです。だから，通常考えられる施策をとっても，この保険制度

は適用されません。常識的に考えても，そういうことです。こういった崩壊の危機にあ

る，もしくは崩壊している保険をいかに立て直していくかということが必要だということ

で質問をさせていただいてます。 

 いつになるのか，今国のほうでは，これは案なんですかね，制度改正案として，県また

は広域でこの経営をやっていこうという案が出ているようです。しかし，それにしても，

一般財源から繰り入れしないとやっていけないわけですよね。そういう制度であります。

それなら，私は思うに，こっから質問になりますよ，この制度竹原だけではできないこと

はわかってます。あえて質問します。共済の組合員の保険，厚生年金の組合の社会保険，

これと国民健康保険，こういった大きく分けて３つありますけども，これを３体を一体化

して，国民全体で助け合う，そういう保険にしていくための努力をしていただきたい。そ

ういうことを言いたいわけです。いずれにしても，竹原単体ではできないわけですから，

国保制度の早期改正を求める，目指すべきだというふうに私は考えております。市民生活

部長，このあたりは竹原だけではできないのはわかっておるんですけども，考えておられ

ますか。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 御質問いただきました。 

 今の国民健康保険制度といいますのは，加入者の皆さんで保険料を御負担いただいて，

それに公費と合わせまして医療費を支出するというような制度になっております。それ

で，当初の制度発足当時ですね，国民皆保険が発足して，昭和３６年に制度確立になって



- 63 - 

おりますが，その当時の加入者の状況，これ農林水産業者，あるいは自営業者等が中心の

当時は制度でございました。議員さん言われるように，ずっと制度が時がたちまして，今

現在は自営業者あるいは農林水産業者等の数は減っております。非正規の方が増えている

というような状況がございます。そういった意味で，非常に今の国保の加入者の構成とい

うのが当時とは変わってきておって，なおかつ所得水準も今ちょっと低いような状況にな

っておるということから，国民健康保険税収入というのも低下しているというような状態

もございます。こういった，制度としての構造的な問題を抱えておるという，まず認識を

持っております。その上で，今言われました，一気に共済とか厚生年金とか国保とかとい

うようなことはなかなか今は我々としてはちょっと考えにくうございますが，今国のほう

では，昨年ですね，社会保障と税の一体改革の中で，社会保障制度改革国民会議のほうで

審議をされまして，その結果を踏まえまして，昨年の１２月にプログラム法というのが成

立をしております。その中で，国民健康保険については，平成２９年度を目途に都道府県

が保険者となるというような構想が示されております。そういったところで，財政運営に

ついても，より大きな規模となることで，一定には安定するんじゃなかろうかというよう

なもくろみもあるというふうには思っております。 

 そういった構想の実現に向けて，国のほうでは，今国とそれから都道府県知事会のほう

が国と地方の協議の場ということで，そちらのほうで協議がことしに入って開始をされた

というような報道もされております。ですから，我々としては，そういった方向を是非進

んでいってもらいたいということで，市長会としましても，これ全国市長会通じまして，

医療制度，特に国保制度の改革ということで，１つはその移行に伴っては地方の財源負担

を伴わないようにスムーズに移行するということとあわせて，移行するまでの間，国にお

いて財政措置といいますか，財政支援といいますか，そういったものはきっちりとやって

もらいたいというようなことを今国のほうへ強く要望しているというところでございま

す。そういった中で進めているということでございます。 

議長（稲田雅士君） ７番。 

７番（大川弘雄君） ありがとうございます。 

 いずれにしても，早期な，抜本的な解決が必要であるということです。それは，理事者

側の皆さんだけにお願いするんでなくて，我々もできるところは一生懸命やって，いい保

険をつくっていかないといけない。そのためには，有利なものがあと２つあるところは，

有利なわけです。国保以外の組合の方は有利なわけですから，そこらの方も国民一丸とな
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ってみんなで助け合うというところを是非もう一回みんなで考えていく必要があるという

ふうに私は思います。また，これは年金に対してもそうなんですけども，今回年金は違い

ますので，やめておきます。 

 それでは，視点を変えまして，もう一度私は常々人口減少ということに対して不安を持

っております。たかが国民健康保険がちょこっと上がるんでどうかなといって言われるこ

ともあるんですけども，私個人としては大変不安なんです。住みよさ実感，住んでよかっ

た，これが竹原のモットーなんでしょうか，目標です。これは，前の小坂市長がよく使っ

た言葉です。挨拶の端々に出てきました。そして，それを目指して人口を増やしていこ

う。それは，観光交流人口であったり，定住人口であったりするわけですけども，竹原を

活性化するために，住みよさ実感をしていただこう，そういう施策を打っていっているわ

けです。 

 新市長の吉田市長におかれましては，いろいろな場面で挨拶をお聞きしますと，やはり

前小坂市長の行政方針を継承するといったようなことがよく聞こえてきます。大変結構な

ことで，小坂市長が行った前４年間は大変すばらしい功績があったと思います。私は，そ

れを継承していただいて，この住みよさ実感，住んでよかった竹原というものを目指して

いく，これが大事だと思っています。また，そのためには，市の職員の人事なんですけ

ど，平成２６年度の予算を編成した方々残っていただいて，これに邁進していただけると

いうふうに見えますので，そこは安心しているところです。 

 戻りますけども，住みよさを実感していただくために，ちょこちょこではありますけど

も，国保が上がっていく，あれも上がっていく，消費税は国民全体ですけども，上がって

いく。それが，竹原に住んで，住みよさが実感できて，住んでよかったと思えるんでしょ

うか。私は，ほかの町よりも，今は国保が少し安いですけども，ほかの町に追いつく必要

はないと思うんです。水なんかも，安くっておいしい水もあります。竹原の魅力もありま

す。この国保が安いままいくのも魅力だと思います。是非ここは我慢して，人口減，住み

よさっていうところからも，一度立ちどまって，国保の問題に対しても考えていくべきで

はないかというふうに考えております。その点はいかがでしょうか。 

 それと，消費税のことが出ましたので，もう一つ言いますと，先ほど国保に特定財源を

繰り入れました。それと同時に，平成２６年の市税の予定というか，見積もりを見ます

と，法人市民税，固定資産税，上がるんですね。いい状態にあるというふうな推定をされ

ております。この間の委員会で聞いたときも，そういう方向が出そうですというふうない
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い答弁いただきました。法人市民税が１１１．５％，前年比で上がっております，３，０

００万円。固定資産税が前年比で１０５．７％の増で１億２，０００万円，これぐらいあ

るわけですから，何とか我慢して，ここは消費税が上がる，この年度に国保まで一緒に，

あれもこれも一緒にという，何もかも増税，電気代も上がるというふうな方向ではないほ

うがいいんじゃないかなという思いがしております。 

 最後の質問になりますよね。 

 今まで申しましたように，竹原市は全ての方向からささいなことでも人口減に歯どめを

していかなければなりません。そして，国保といったら，大抵は昔は若い人が少なかった

んですけども，最近は正規雇用が少ないせいか，多いですよ。そういった面から，三原，

東広島の，今転出も多いです。そういったものを心配しながら，今回の条例案が近隣の市

町に転出するきっかけにならないか，人口減に少なからず影響しないかという心配を持っ

ております。その点についていかがお考えかお聞きして，終わります。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 国保税が値上げされることに伴って人口の減少につながる

んではなかろうかという懸念を持たれているというような御質問でございます。 

 まず，国民健康保険制度は，これは国民皆保険制度の最終的な受け皿となる医療保険制

度でございますので，先ほど申し上げましたように，加入者の方が自営業の方ですとか，

非正規の方ですとか，あるいは年金だけの方ですとか，こういった方を中心に加入をして

いただいておるものでございまして，その中で支出する医療費について，保険税とそれか

ら公費を入れながら負担をしていくという制度でございますので，どうしてもこれは支出

する医療費が先に決まってまいりますので，それに対して公費の割合も決まっておりま

す。それに対して残りの部分で保険税を幾らにするかというような決まり方をしますの

で，これについてはその決まったものをじゃあどういうふうな全部加入者の負担にするん

か，あるいは基金を取り崩すのか，あるいはまた別の方法をとるのかというようなことを

考えていくことになるわけでございます。そういった中で，今回の税率改正につきまして

は，基金を取り崩しつつですね前回の２４年度の改正のときの考え方でいきますと，基金

を取り崩すのと，残りは保険税でという考え方でございましたが，今回も基本的にはそう

いう考え方で見直しを図った，検討してまいったわけでございますけど，そうしますと，

１人当たりの調定額というものが県の平均調定額，これは今２４年度で申しますと９万

５，０００幾らになっております。これが前回の考え方でいきますと，９万７，０００円
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余りになるということで，県の平均を超えるというようなことから，今回は一般会計から

の法定外の繰り入れというのは，これは一定のルールのもとに繰り入れをさせていただい

て，上昇率を抑えるというふうな考え方から，今回の改正率というのは設定をさせていた

だいとるとこでございます。 

 そういった中で，いずれにしても議員さんの言われる上がるじゃないかということにな

るわけでございますが，住みよさ実感ということでございますが，これにつきましては単

にもちろん税金が上がるという影響もあるかとは思いますが，我々としては，それだけで

なく，子育て支援でありますとか，高齢者対策，あるいは安全・安心づくり，あるいは地

域振興，こういった中の予算を重点配分をさせていただいております。こういった中で，

住みよさ実感を総合的にそういうのを向上させようという考え方で進めておりますので，

そこの税率の部分だけでなく，総合的に施策としては進める中で，住みよさ実感を感じて

いただけるように進めていきたいというふうに考えているところでございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） それでは，議案第１９号について質問したいと思います。 

 まず，第１点目は，今回の税率改定による１人当たりの保険税の負担増といいますか，

影響額をお聞きしたいと。調定額のほうは，ちょっと前に聞きましたけども，私がここで

聞きたいのは，保険税の税率改定は，先ほど言われたように，所得割で１ポイント増，

「６．６０」から「７．６」，資産割は変更ありません。被保険者均等割，これは人数割

と言われる１人当たりの保険税ですけれども，これが「２万３，５００円」から「２万

６，４００円」，この１人当たりが２，９００円増えます。１２．３％です。それから，

世帯別平等割，これが特定世帯以外の世帯ということで「１万７，８００円」が，先ほど

提案説明であったような「２万円」，２，２００円のアップ，１２．３％ということです

から，少なくとも今回の税率改定によっては，例えば所得が前年度と同じの人も，所得割

が１ポイント増える，あとは均等割のとこが１人当たり２，９００円増えます。平等割の

とこも２，２００円ですから，５，１００円プラス所得割のポイント１ポイント増えると

いうことが今回の税率改定の中身だと思いますけれども，担当課のほうで１人当たりの負

担増，どれだけになるのかということをまず率直に第１点目としてお尋ねしておきたい

と。 

 それから，２点目は，是非市長にお答えしていただければと思いますけれども，一昨年

も私の試算では，１人当たりの保険税で見ると１万円強，率で１３．０９％値上げをされ
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ました。それから，今回２年たってまた値上げということで，大変私は心配するわけで

す。それで，普通，医療費の伸びとか，いろんな事情があって，私が常々ここで言ってい

るのは，この皆保険制度，国民健康保険の制度は，憲法２５条の生存権とか，国民健康保

険法の中にも社会保障としての医療制度，誰もが医療制度を受ける権利があるということ

で，私自身も大切な医療保険が国保であるということは重々認識しております。そういっ

た中で，確かに医療費の伸びっていうのは，私も承知しておるし，今回の提案でも，２６

年，２７年，２年間で３億１，０００万円の赤字が見込まれると。そこの中で，一般会計

から６，０００万円入れる，基金から１億３，０００万円対応する，残りを１億２，００

０万円，これを２カ年で負担のアップというような提案ですよね。ですから，そういう事

情は確かにわかるんだけれども，率直に市長に聞きたいのは，普通値上げ，増税する環境

というんがありますよね。要するに，市民の暮らしの問題なんですよ，私が言っているの

は。それは，年金も上がるとか，働く人の賃金，所得も上がるとか，こういった状況があ

って，景気がだんだん見えてきたよと，医療費がどんどん負担が増えるなら，みんなで少

しは負担しようじゃないかというんが，一つの一定の環境ということも私は実際市民の暮

らしを考えた場合は考慮する必要があるというふうに思うんです。私が見る限りでは，年

金は下がる，アベノミクスというけれども，働く人の賃金が上がったというのはなかなか

聞いてない。特に，中小零細の面では大変厳しい，消費税のこともありますけれども，厳

しい環境が４月にも待っているという状況です。ですから，私は率直に言いたいのは，年

金とか働く人の多くの庶民の方，竹原市民の方の今の生活状況を考えるときに，率直に市

長としてこういった値上げをお願いする提案としてはどういう気持ちなのかな，率直にや

っぱり語っていただきたいなというのが２つ目であります。 

 ３点目は，いろいろ私もこういった特に医療とか介護とか福祉を考える場合に，繰り返

しこの場で改めて発言なり引用をさせてもらっているのは，憲法の生存権の問題を繰り返

し述べております。これが原点じゃないかなと，いろんな事情があるにしてもということ

で，あえてここで述べさせてもらうと，憲法２５条，ここには生存権という，さっきから

言いましたけれども，全ての国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する，

国は全ての生活について社会福祉，社会保障，ここで今述べていることですけども，社会

保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。だから，２５条で全ての国民

の健康で文化的な生活をする権利，これを誰が保障するんかというたら，国が保障しなく

てはいけない。これは，できるとかというんじゃなくて，義務規定ですからね，だから国
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はここで言う社会保障向上増進に努めなければならないという義務規定になっています。

だから，憲法のこういう義務というのは，国会を国の大きな責任があるというのは，先ほ

ど申し上げたとおりですけれども，我々やっぱり地方の議員，市の職員含めた公務員とし

ても，この憲法遵守義務があります。ですから，１つの考え方として，こういったことが

私は最も大切じゃないかと。確かに，いろんな事情はあります。事情はあるんだけども，

憲法のここの精神というのは決して外してはいけない。ここにいかに近づけるかというこ

とが，地方自治法の仕事としても住民の福祉の向上というのが第一義的に書かれていると

いうことも，くどいようになるんかもしれんけども，こういった医療保障，社会保障，国

保の問題では常々私はこの場であえて指摘をさせていただいております。ですから，こう

いったことを前提にして，竹原市としても最大限やっぱり努力することが私は必要だと思

うんです。 

 それで，担当課のほうにはちょっと資料を要求を事前にしております。この国保の負担

を考える場合に，是非参考にしておきたいので，担当課長のほうから御答弁いただきたい

のは，竹原市の国保税が今どうなっているかということで，よく試算として出させてもら

ってます。１つの例ですけども，４５歳，４０歳の夫婦二人，高１，高３，２人の子供，

だから４５歳，４０歳，御夫婦と高校生２人の子供がいた４人家族を１つの試算として，

いろんなケースはあるんですけども，試算として所得１００万円なり，所得２００万円の

保険税，竹原市の保険税は一体どうなるのかということを担当者のほうからちょっと資料

として出していただきたい。これは，事前に言っておりますから，なければ私が言います

けれども，お願いしたいと。 

 それから，同じような条件で，生活保護費を受けた場合，４人家族ですね，４０歳，４

５歳，子供２人，こういった方が生活保護を受けた場合の保護費は幾ら支給されるのかと

いうことも，あえてこの場で質問してみたいと。よろしくお願いします。 

議長（稲田雅士君） 答弁願います。 

 税務課長。 

税務課長（沖本 太君） それでは，まず１点目の御質問，このたびの税率改定の影響額

はという御質問でございます。 

 このたびの税率改定につきましては，先ほど議員さんもおっしゃいましたとおり，平成

２６年度，２７年度の２カ年で約３．１億円の財源不足が見込まれると。そういったとこ

ろで，その財源不足に対応するために，このたびの税率改正前提として国民健康保険の財
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政調整基金を１．３億円まず取り崩す。加えて，それだけでは被保険者に対する負担が増

加になるということで，約０．６億円一般会計からの法定外繰り入れを行う。そうするこ

とによって，被保険者の方の負担を緩和をしようと考えたものでございます。残りの１．

２億円，それを税率改正で対応しようとしたのが，このたびの改正の制度の設計と申しま

すか，内容でございます。そういう内容に基づいて，１人当たり調定額については，平成

２６年度で見込まれます額につきましては９万３，３６２円となっております。これは，

あくまでも見込み額でございます。それで，１人当たり調定額と申しますのは，一般的に

決算に基づいて最終的に算出されるものでございまして，現時点におきましては平成２４

年度までしか正式な数値として決定はおりませんが，平成２４年度の１人当たり調定額は

８万８，３５９円で，先ほどの平成２６年度の見込みと比較した場合，５，００３円，

５．７％の伸び率となります。平成２５年度の現時点におきます１人当たり調定額，あく

までも暫定的な数値でございますが，その金額については８万８，９２０円となりまし

て，先ほどの平成２６年度の見込み額等と比較して，４，４４２円，約５％の引き上げ率

となるものでございます。 

 続きまして，２点目の厳しい生活がされる方がいらっしゃる中で，提案についてどう考

えているのかという御質問でございますが，このたびの税率改正，先ほどの繰り返しにな

るわけなんですが，国民健康保険特別会計におきまして多額の財源不足が見込まれるとい

う中で，国民健康保険財政の健全化を図るとともに，現在の皆保険制度を支える国民健康

保険制度を安定的に実施していくため，受益者である被保険者の皆様に一定の御理解をお

願いしようとするものでございます。 

 現実的に，生活に困窮し，国保税の納付が難しい方がいらっしゃると思いますが，そう

いう方には，是非御相談に来ていただきまして，個別の生活実態や事情をお聞きする中

で，滞納処分の執行停止や分納の相談に応じるなど，税務課として適切に対応してまいり

たいと考えております。 

 先ほどの議員さんおっしゃられました試算の状況です。 

 所得が２００万円で，夫婦二人で子供２人の４人家族の場合の試算額でございます。現

行税率で申しますと，年税額で３７万１，６００円となります。改正後の率で計算いたし

ますと３７万５，５００円という状況でございます。また，その所得が１００万円の場合

でございますが，現行の税率で計算いたしますと１６万６，５００円で，改正後の税率で

計算いたしますと１８万５，７００円と，そういう状況となっております。 
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 以上でございます。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 国保税が上がることによりまして市民負担が増えるという

ことでございますが，市民の暮らしというものを考慮すべきというような観点からの御質

問と生存権についての御質問というふうにいただきましたが，先ほど税務課長のほうから

も，一定に今回の税率改正に当たりましては，負担軽減を図るべく，一般会計からの法定

外繰り入れというものもさせていただきながら，一つは図っているという面がございま

す。 

 それと，いわゆる消費税等の値上げが４月にされます。これらにつきましては，国のほ

うにおきまして緊急経済対策というのが行われるということになっております。この中

で，一定には高齢者あるいは低所得者の方に対しまして，あるいは子育ての世帯に対しま

しては，臨時福祉給付金の支給というものが盛り込まれております。こういったもので，

一定には手当てはされているものというふうに考えているところでございます。 

 しかしながら，御負担をお願いするということでございますので，私どもといたしまし

ては大変心苦しい中ではございますが，国保財政の今の状況を是非とも御理解をいただく

中で，よろしくお願いしたいというふうに考えているとこでございます。 

 国民健康保険法の第１条の規定，先ほど松本議員さんもおっしゃいましたが，社会保障

の精神というのを書いてあるということでございます。国民健康保険制度の成り立ちにつ

きましては，先ほど来申し上げておりますが，社会保障制度にいろいろな制度がある中

で，国民皆保険制度としての公的な医療保険制度，最終的な受け皿というものになってお

るものでございます。 

 また，生存権につきましては，憲法の第２５条の中に書いてございますとおり，全て国

民は健康で文化的な最低限の生活を営む権利を有するというふうな形で生存権というのが

規定をされておるところでございます。このことにつきましては，生活保護法，その他国

民の最低限度の健康で文化的な生活を保障していくという制度となっておるものでござい

まして，そういった中で社会保障制度の中で保険制度，あるいはこういった生活保護制

度，医療保険制度というようないろんな制度の中で，双方が相まって運営をされて，生存

権としての保障がされてるというふうに捉えているとこでございます。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） １つ，調定額での保険税の増税の影響を言われましたけど，私が
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ここであえてもう一回聞きましたのは，すぐ出せないんなら，また予算特別委員会までに

出してほしいんだけども，先ほどの税率改定で所得割のとこが１ポイント上がりますよ

と。それから，資産割は変わりません。あとは，均等割１人当たりのとこが２，９００

円，１２．３％上がりますよと。あとは，平等割，世帯割と言いますけれども，世帯割の

とこが２，２００円上がりますよということで，少なくとも２，９００円と２，２００円

足したら５，１００円ですから，５，１００円プラス所得割のとこが，下がれば下がりま

すけど，所得割が１ポイント上がるわけですからね，そこの税率はやっぱり少なくとも上

がらないといけないということを前提にしてこの影響額はどれだけになるかということ

で，調定額ということで，込みと言われたら，五千何ぼ，５．７％と言われるから，そこ

はちょっと違うんじゃないかという面で，税率改定が２５年度の分と，２６年度今度さっ

き言ったとおりに改定されるわけですから，その増税は１人当たりどうなるかということ

が，今言えるならちょっと言ってほしいし，お願いしたいと。 

 それから，増税の環境という，増税がちょっと言いましたけれども，生活保護費の負担

がなかったんで，私は資料を持っていますから，ちょっとあえて言わせてもらうと，国保

税の分は，先ほど言ったとおりです。税務課長が答弁したとおりです。所得２００万円の

人，これはさっき言った４人家族，４０代の夫婦と高校生２人ということで試算してもら

ってますけども，所得２００万円の人は，保険税が３７万５，０００円になります。これ

資産割はなしとか，そういう前提でやってますけれども。所得２００万円と言えば，給与

収入が３１０万円余りになります。こういった４人家族で３１０万円余りで，保険税は年

額３７万５，０００円になります。ちょっとよく覚えとってください。それと，生活保護

費が幾らかということを聞いて，ちょっと答弁なかったんですけれども，これも資料は出

してもらってますからちょっと言いますと，生活保護費，４５歳夫婦と同じような高校生

２人ですね，こういった同じような条件での生活保護費は幾ら出るかということも試算し

てみましたら，生活，住宅，生業扶助，高校生は義務教育じゃないから教育費ということ

に置きかえてもいいと思うんですが，要するに生活扶助や住宅扶助や教育費合わせて，さ

っき言った４０代の夫婦，高校生２人，この２人子供，４人家族で２７５万７，０００円

出ます。それで，教育費の分がちょっといろいろ試算をして，目いっぱいと言うたら，多

く松本は見積もりじゃないかという言い方もされるんですけども，例えば今の４人家族で

高校生２人が，こちらから広島の海田のほうまで電車で高校へ通うというんが１つの例で

すけども，こういう２人とも高校生通う場合は，交通費や，また学級費の分が請求があっ
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た場合は，学級費が出たら，これは２人分で合わせて年間３０万円弱出る計算になりま

す。合わせれば，多少教育費とか細かい計算は違うにしても，ちょっと大くくりで見る

と，４人家族で高校生２人で，さっき言った広島の海田のほうへ２人とも通ってるよとい

う方の生活保護費が３０５万８，０００円，３００万円余り出ますということなんです。

ですから，生活保護費は，先ほど言った，憲法の基づくということで，４人家族で３００

万円余り，それと同じように竹原市の国保税を見たら，４人家族で同じような条件で２０

０万円の所得，収入で言うたら３１０万円ぐらいの人になりますけどね，その人の保険税

は，先ほど申し上げたように，３７万５，０００円かかります。だから，生活保護費と，

こういう竹原市の保険税ということを率直に申し上げました。だから，私は，すぐ生活保

護費を見て，全部超えとる分はただにしなさいということは一言も言ってません。一つの

考え方として，憲法が定めた生存権に基づく生活保護費は，４人家族でこれだけ出ますよ

と。一方，竹原市の保険税は３７万５，０００円ですよということは，率直な今の現実な

んです。ですから，ここを出発点に置くんが，私はやっぱり大切じゃないかな。だから，

繰り入れを一定やっておるということは，私は評価しますけど，しかし２年前に上がっ

て，今回もまた今度は増税っていうんか，払う人から見たら，そういう負担が増える。そ

ういった中で，やっぱり本当にこれでいいのかなと。確かに，第一義的責任は国があると

いうのは，何回も言います。しかし，竹原市としても，２年前に上げたんなら，今回はや

っぱり何とか頑張ろうじゃないかと，据え置きでね，それで努力してみようじゃないか

と。そこの私は根拠として，１つの考え方でしょう，生活保護費の問題や竹原市の保険税

の実態を言いました。私は，増税する環境にはないと，はっきり言って，今上げてはいけ

ないということを率直に指摘したい。そのことを市長として是非御答弁いただければなと

いうように思います。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長。 

市民生活部長（谷岡 亨君） 今，税率改正をすべきでないというような御質問でござい

ますが，先ほど来申し上げておりますとおり，国民健康保険制度そのものが医療費の支出

に対して歳入のほうを手当てしなければならないという，制度上こういう構造になってお

りますので，この点はひとつ御理解をいただきたいと。その上で，我々としては，前回の

値上げから今回２年たって見直しをさせていただきょうるわけでございますけど，その中

で一定に負担軽減を図るということから，先ほど来申し上げておりますように，法定外の

繰り入れというのをさせていただこうということと，その前提には基金の取り崩しという
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のをしながら，税率の設定をさせていただいとるところでございます。 

 それで，仮にこのままの状態で税率改正をしないまま行った場合には，今の私どもの推

計，２６，２７年度，２カ年の推計をしたところ，２７年度には今の基金の残高がなくな

る，底をつくという状況が見えてまいりました。そうしますと，いずれにしてもどっかの

時点でということも当然考えなくてはならない。放置すればといいますか，このまま進め

ば進むほど，そのときの値上げの幅が大きくなるというふうに考えております。 

 そういったことと，もう一つは，前回の値上げの際に，これは国民健康保険の運営協議

会の中でも２年ごとに見直すというようなことで一定には整理をしてきたところでござい

ますので，そういった中で今回見直しを図りながら，また上昇率，税改定率の抑制，負担

軽減を図りつつ，是非ともお願いしたい。厳しい中，大変申しわけなく思いますが，是非

ともお願いしたいということでございますので，よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） 税務課長。 

税務課長（沖本 太君） 先ほどの議員さんの質問で，このたびの改定の影響にどのよう

な１人当たりの増税額で，先ほど１人当たり調定額で御説明をさせていただいたんです

が，それではちょっと適切な回答となっていないということでございます。 

 しかしながら，国民健康保険税を賦課いたします被保険者の状況としますのは，もちろ

ん所得が多かったり少なかったり，資産があったりなかったり，被保険者の数も１人の世

帯もあれば５人の世帯もあるというようなところで，そういうそれぞれの状況が違う中で

影響額というのは出すっていうのはちょっと困難であると考えております。先ほど御答弁

させていただきました１人当たり調定額で御説明をさせていただくのが一般的に比較評価

するべく指標として，その数字でもって説明をしてるっていうのが一般的な状況でござい

ますので，その点御理解いただければと思います。 

議長（稲田雅士君） １３番。 

１３番（松本 進君） １人当たりについては，また予算特ありますんで，是非準備はし

とっていただきたいなと。 

 それから，今増税という言葉は響きが悪いんでしょうけれども，負担を求めるという環

境にあるかどうかということは，市長いろいろ意見があるにしても，提案者だから率直に

述べていただきたいんです。それと，私が言ったのは，私の意見はそうなんですよ。年金

は下がる，いろんなアベノミクスじゃというて負担は上がるじゃないですか。消費税も，

また後言ってもいいんですが，消費税も含めて。だから，私が少なくとも竹原市のいろい
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ろ声を聞く中では，２年前も上げたんだけども，今回も年金上がったり，賃金上がったり

と言ようるならちょっと負担を求めるというんが，百歩譲ってもという言い方がいいんか

悪いかはわかりませんけれども，納税する環境が好転して負担も求めていいんじゃないか

という，そういう考えに行くこともあるかもしれないけど，私は率直に言って，今年金は

下がる，消費税は上がる，アベノミクスと言うけども，いろんな竹原市民の中小零細業者

等含めた賃金が上がってという，景気を実感するところまではいってないという中で，率

直に言って，私は上げる環境にはないと，最大限一般会計から繰り入れてでも対応すべき

だということを指摘したいんです。ですから，そこをひとつ正直にちょっと提案者として

答えていただきたいと，市長として。 

 もう一つは，わかりやすくという面では，生活保護費ですよ。これは，さっき言った，

繰り返しませんけども，憲法の生存権で見たら最低限の生活費がこれだけ出ますよと。今

だんだん削られてるけれども，最低限の生活費が４人家族でこれだけ出ますよということ

で，言いました。それと同じような，いろいろちょっと条件が違うとこもあるんですが，

１つの考え方として，そういう４人家族の同じ条件の人で３７万５，０００円の負担，一

方では国保税の負担が現実にあるわけです。ですから，その負担を超えとる人はゼロにせ

えって言うんならちょっと無理かもわからんけども。だから，一方では，それだけの４人

家族であるわけです。３７万５，０００円とゼロですよ。だから，こういうことがやっぱ

り現実ですから，考えてみて，いろいろ考え方はあるかもしれんけども，生活保護費がこ

れだけ出る。同じ人の保険税は，これだけ負担がかかる。そっから，竹原市の今の保険税

をどう考えるんかというのが，やっぱり必要じゃないかなと。この２点，市長，どうです

か。 

議長（稲田雅士君） 副市長。 

副市長（三好晶伸君） 国民健康保険税についてのいろいろ御質問をいただきました。 

 まず，国民健康保険の制度につきましては，先ほど来申し上げますように，昭和３６年

に国民皆保険制度が確立して，その後加入者に対して鋭意医療保険給付について実施をし

てきたところでございます。 

 そういった中で，近年では急激な少子・高齢化の進展や就労構造の変化，あるいは医療

費の増加や保険税収納率の低迷などによって，国保の財政運営は大変厳しい状況となって

おります。中でも，国民健康保険の負担率が極めて高いという一つの要因として，被保険

者，いわゆる加入者が，自営業者，また無職の方，高齢者といったような形で構成されて
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おり，他の保険，社保等に比べて，被保険者の所得が本市の場合は，県内平均でもちょっ

と低いんです。そういったことに加え，さらに平均年齢が他の保険と比べて高い。という

ことは，疾病リスクも高いというようなことから，本市の国保医療費が，加入者１人当た

りで言っても，先ほど申し上げましたように，県内平均ではかなり高いところにあるとい

うような，いわゆる構造的な，恒常的なといいますか，こういった状況が，現時点ではご

ざいます。 

 そういった中で，法律としては，市町村の国民健康保険事業というのは，国民健康保険

法第１０条の規定によりまして，特別会計を設けて経理することとされております。保険

給付費等の財源は，国保税と国，県等からの補助金，あるいは交付金で賄う独立採算がま

ず原則，基本となっているところでございます。そういう状況ではございますけども，こ

ういった構造的な問題は，本市にとっても大変大きな，極めて重く受けとめているところ

でございまして，このたびの税率改正におけるアップは，本当に加入者の皆様方には大変

申しわけなく思っているところでございますけども，基本的にはやっぱり法律というもの

が一つそこにありまして，その中で健全な国民健康保険事業の制度として運営を，また経

営をしていかなければならないという苦渋の策として，今回税率改正をさせていただくと

いうことで御理解をいただきたいと思います。 

議長（稲田雅士君） ９番。 

９番（宮原忠行君） 国民健康保険会計の財政といいますか，非常に複雑で，なかなかわ

かりにくい。勉強すればするほど，袋小路に入るような気がするんです。そこで，ひとつ

単純化してみます。平成２４年度の国民健康保険税の現年度収納率が９３％を切った。恐

らく３００万円ちょっと足らんかったんでしょう。それで，２５年度において国民健康保

険特別会計補正予算に出てきますが，そのことによって，本来得られるべき財政調整交付

金２，５００万円，そうしますと，２４年度に現年へ要った３００万円と，それから平成

２５年度，今上程されておりますけれども，財政調整特別交付金を合わせると，およそ

２，８００万円ということになります。それで，これから審議される平成２６年度国民健

康保険特別会計における国保税，これを２６年と２５年で比べた場合，たった２，８００

万円の増なんです。２，８００万円の増です。そうしますと，極端なことを言うならば，

国民健康保険の保険者として，竹原市として，何としても９３％の現年度分の収納率を確

保するという義務があるにもかかわらず，その義務が履行されなかったと。恐らく，市長

のほうでも御記憶があるか，あるいは脇本議員のほうも御記憶があるかわかりませんけ
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ど，以前であれば，国民健康保険税の現年度分の徴収率が９３％を切るというたら，１階

のほうは大騒ぎじゃったですよ，こんな大変なことになるんでと言うてのう。本来，昔は

国と言いよりましたけどね，国や県からもらえるお金がもらえなくなるんじゃと，これは

大ごとよというんで，財政あたりも大変なかったです，かつては。私は，その徴収の現場

でやってきたんですから，そうでしょう。そういう姿はどこにもなかったじゃないです

か。誰がどういう徴収努力を，保険者として努力されたんですか。誰もされてない。もち

ろん現場は頑張っておりますよ。私も，よくよく考えてみるんです。以前であれば，先ほ

ども言うたように，国民健康保険税の徴収率現年度分が９３％切るというたら，ちょっと

大騒動じゃったです。それで，緊急に，例えば部課長を特別に編成して徴収へ出るとか，

それで医療保険係と税務課の収納係が一体となって，納税者の方にお越しいただいていろ

いろと手を打って，苦労に苦労を重ねながら，何としても誠実に納税義務を果たしておら

れる国民健康保険被保険者の方に対して責任を，あるいは負担を転嫁させるわけにはいか

ないから，何としても９３％を守らなきゃならんという使命感がありましたよ。私，かつ

て副市長が副市長就任されるときに，特定財源について頑張っておられるんじゃから，市

税の徴収に対しても先頭に立ってくださいねというお願いも私何度かしました。それは，

お一人お一人に聞いてもええですよ。平成２４年度の９３％の徴収率を守るために，夜間

徴収へ行かれましたか，土日徴収行かれましたかというて，皆さんに聞いてもええです

よ。恐らく，行ったという努力されてる方はおられんはずです。 

 それで，これは市民生活部長も副市長も，ようよう勉強してもらわにゃあいけんのよ

の。確かに，確かに，国民健康保険特別会計でやりなさいということは事実よね。しか

し，あなた方も，それじゃあもてんから，国のほうへ何とか財源を入れてくれやと，国民

健康保険にね，国としてよ，政府として。ほいで，わし２３年度のときにも言うたと思う

けれども，２３年度においては，全国的に国民健康保険税の徴収率上がっとんです。なぜ

か。法定外の繰入金というのが１９費目ありますよ，１９費目。ほで，例えば国民健康保

険の，いいですか，保険料税の負担緩和を図るためを，これを２４年度で言いますと，全

国ですよ，これ厚労省が出しとんですからね，９８６億円です。そして，保険税の減免額

に充てるための額が１３５億円，地方単独の保険料税の軽減のためにやっとるのが５６億

円です。計，合わせて１，１７７億円です。これを２２年対２３年で見ると，２３年度

は，２２年度に対して７７億円全国的に増えとんです。もちろん入院給付に充てるためと

か，２６年度予算で出てきますけれども，地方独自事業の医療給付費波及増というような
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んもあるんですよ，全部で１９ありますからね。それで，全部で言いますと，全国で言え

ば３，９０３億円の法定外の繰り入れしとるじゃないですか，現実に。そういうことを副

市長や市長に報告したんですか。だから，かつて申し上げたように，例えば福岡市の場合

は，徴収率が下がる，現年が下がる，そうすると，財政調整交付金の減額措置を受ける，

また上げる。そうなってくると，にっちもさっちもいかなくなったというんで，一般財源

を補填をして，国民健康保険税を引き下げた例もあるんです。ですから，全国的に問題に

なっとるのは東大阪市です。東大阪市なんかで，一番滞納のボリュームがあるのは，３０

０万円から５００万円のところなんです。ここが一番生活的にも苦しい。そして，中小零

細が多いですから，東大阪市なんか，一定の所得は出てくるんだけれども，借金じゃ何じ

ゃかんじゃ借入金がありますわね，運転資金じゃ何じゃかんじゃ。そこで，実際使えるお

金はほとんどない。じゃから，滞納になってくる。じゃから，それを３００万円から５０

０万円のところがボリューム的には物すごいんです。恐らく竹原市もそういう数字になっ

とりますよ，余り時間をかけても何なんで。そういう実態じゃないですか。全国に先進地

あるじゃないですか。そして，厚労省も認めとるじゃないですか，統計で。そうでしょ

う。ほで，仮に例えば医療費が上がったにしても，例えば徴収の努力不足によるものを加

味すれば，増税率は上がって，見直し率は引き下がってくるんじゃないですか。そうじゃ

ないですかね。ほで，さらに言いましょう。減免のことになると，不公平なと言われるん

よね。これは，松本先生にもちょっとよくお考えいただきたいと思うが，恐らく平成２４

年か２５年度は，資格証明書２件じゃったと思います。ほで，例えば，例えばですよ，税

金を納めん人を減免すれば，不公平なと，こうおっしゃるんです。それじゃあ，現実に

は，何がしかの，例えば資格証明書の通知が来る。来れば，例えばですよ，竹原市の場合

ですよ……。 

議長（稲田雅士君） この際，会議時間を延長しておきます。〔午後３時５２分〕 

９番（宮原忠行君） 分割納付と称して，１万円取りょんか，あるいは１，０００円取り

ょんか，３，０００円取りょんか，５，０００円とりょんか知らんですよ。例えば，今日

まさに絶好のタイミングといいますか，朝日新聞が「報われぬ国，負担増の先に保険料払

いたくても払えない」と，こういうんです。例えば，名古屋市の場合ですと，過去２年間

分滞納しとった，それで病気になったと。それで，資格証明でどうにもならんから，医者

へかからにゃいけんからというんで，名古屋市ですよ，２年分のうちの１年分を払いなさ

い，そうすると短期の被保険者証を出しますと，こうなんです。どっちがいいか悪いかは
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わかりません。しかし，現実に今の竹原市の現状においては，仮に分割納付をしていただ

いたにしても，恐らく現年度分まで払い込んでいかれんのよね。逆に，分割納付が，新た

な滞納額をつくっていく，滞納者をつくっていっとるのが現実じゃないでしょうかね。そ

うすると，どこにしわ寄せが来るかというと，例えば国民年金でぎりぎりの人ですよ。よ

く考えてみてください，ここでも試算示しとるわけですからね。そこで，電気，水道，電

話，国民健康保険税，払うていきよって，生活が成り立つかどうか。一昨年の決算特別委

員会で，当時の福祉課長は，年の所得５０万円では，絶対生活できんというて断言しちゃ

ったですね，市民生活部長ね。そうでしょう。松本議員と私に対して，年間５０万円の所

得で人間がどうやって生活できるんならというてこうじゃったわけです。しかし，現実に

決算の数字を見れば，決算の数字を見れば，５０万円以下の人が約半分なんです。それ

が，例えば１００万円から２００万円まで行ったら，６割，７割です。所得の高い人もも

ちろんおります。所得の高い人が，実際どのような支払いがあったんかどうか，２４年度

についてもお聞きしたいけれども，なかなかそこのところが手はついてないんじゃないで

しょうか。たった３００万円です。しかし，徴収の現場は，物すごい額なんですよ，徴収

の現場は。そうすると，私は，やはり時期がいいとか悪いとか，松本議員と同じことは言

いません。少なくとも，９３％という国民健康保険者として課せられた使命，職務を全う

できんことによって，２，８００万円があったわけです。ですから，そこら辺の実態も含

めて，やはり真剣に検討をしていく必要があると思うんです，私は。だとするならば，や

はりこの１年間，しっかりと議論をする，横着で払えない人には，やっぱり頑張っていた

だく以外にないじゃないんですか，幾ら嫌われても。かつて，小坂隆市長が市長に就任さ

れた当時，自分の支持していただいとるところに対しても差し押さえしました。それで，

換価処分しました。じゃから，あんときは市税全体がかなり収納率がえかったです。ほ

で，本当にどこがどうなんかということを具体的に，我々議員も含めて，やっぱりもう一

度勉強し直さなきゃならんと思うんですね，私はですよ。ほで，さらに９３％を守る。９

３％を守ることによって特定財源を確保し，仮に療養費が上がるんが，私は被保険者の

方々は納得していただけるんじゃないかと思う。例えば，平成２４年度の同じ厚生労働省

の試算で言いますと，広島県全体の１人当たりの医療費が高いんですね，高い。しかし，

その一方において，平均寿命も，やっぱりそれに比例して高いんです。もっと言うなら

ば，広島県民の１人当たりの医療保険の高さが，逆に平均寿命の高さを支えておるという

ことも言えるわけです。例えば，竹原市でもそうです。竹原市の場合は，逆に県平均より
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低うて，平均寿命のところ具体的にどの程度かわかりませんけれども，調べてみんといけ

ませんけれども。ほで，同時に指摘しておきたいのは，今も広島県において，私のとき

は，例えば県内で４番目とか５番目とかトップクラスやったです。いずれにしろ，上位グ

ループです。今は，下位でしょう。そのことは，誰も言わんじゃないですか。国民健康保

険が県内で安い，平均以下じゃ。じゃあ，平均並みの徴収率取ったら，上げる必要がある

んかどうかというんも，問題でしょうが。そうでしょう。なぜ下がったんですか，そこま

で。かつてはトップグループですよ，私がおったときは。今は，最下位ですからね，市

長，これは。市長のほうも，監査委員なんかもされておってよく御存じじゃろうと思いま

すけど。もしこれを県の徴収率の平均並みに持っていったとすりゃあ，果たして国民健康

保険税上げる必要があるかどうかということも議論をしてみなきゃならんと思うんです

よ。私は，そう思う。 

 ほで，今申し上げたことに対してそれぞれの担当課長であり部長のほうで御答弁いただ

きたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 税務課長。 

税務課長（沖本 太君） 平成２４年度の徴収率につきまして御指摘いただきました。 

 議員おっしゃられるとおり，本来９３％という徴収率が達成できれば調整交付金２，５

００万円が交付されるところが，平成２５年度についてはそれが交付受けることができな

いこととなりました。平成２４年度につきましては，税率の見直しを行ったことから，収

納率の低下っていうものは当初から懸念をしておりまして，例年の取り組みに加えて，毎

月１回休日納税相談窓口を創設するなど相談体制を強化し，休日の一斉訪問徴収について

も訪問件数を増やすなど，取り組みを強化いたしました。また，催告書を発送するなどの

取り組みについて，例年より前倒しをした上で滞納処分の強化を図るとともに，本市の広

報紙で，国，県，市が共同で税等の納期限納付の啓発を行うなど，収納率低下の事前の対

策といたしまして，例年とは異なる取り組み各種を行ったわけでございますが，結果とし

て収納率は，先ほど申しましたように，９３％超えの達成には至りませんでした。税務を

預かる立場として，非常な責任を感じているところではございます。 

 平成２６年度につきましては，調整交付金を受けることができる９３％の収納率の確保

を目指して，職員一丸となって頑張ろうと思っておりますので，よろしくお願いいたしま

す。 

議長（稲田雅士君） 市民生活部長。 
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市民生活部長（谷岡 亨君） 収納率のことで議員から御指摘をいただきました。 

 確かに，議員おっしゃられるとおり，収納率９３％を確保して調整交付金というのは是

非とも収入できるようにするというのは，これは非常に重要なこと，大事なことというふ

うに考えております。我々としても，その辺は議員の御指摘を真摯に受けとめまして，今

後そういうことがないように，収納体制につきましてもしっかりと取り組んでいきたい

と。そういった中で，２５年度は，今２４年度の確定しておりますので，こういう結果に

なっておりますが，２６年度はそういうことのないように，真剣に取り組んでまいりたい

というふうに思っております。 

議長（稲田雅士君） ９番。 

９番（宮原忠行君） あのね，税務課長ねえ，言うたじゃろう。上げりゃあ収納率が下が

るんが当たり前の話で，今ごろになってそういうことを言うこと自体が責任転嫁よ。責任

逃れよ。ずっと２年前にするときも，じゃから一度に見直し期間を長期化させて，穴があ

いて，国民健康保険税を大きく引き上げるということになっちゃいけんから，地方税法の

本則に基づいて，２年で見直ししなさいというて，２年前に約束させたわけでしょう，私

が。そのときも，いろいろ議論あったじゃないですか。そうでしょう。介護保険から，皆

上がった話です，あの年は。下がるのは，当たり前の話じゃないですか。それで，２６年

度云々言ようるけど，消費税の３％が待っとんですよ。そうした意味じゃあ，非常に納税

者にとってはですよ国民健康保険の被保険者にとっては非常に納税環境は厳しいですよ，

そうでしょう。じゃから，そこら辺の今までの取り組みにもやっぱり反省すべき点があ

る。そうでしょう。本来なら９３％を割り切るじゃ，かつてじゃったら大騒動しよったん

じゃから。恐らく，議会のほうにも，私のほうにもそういう情報は流れてきたんじゃない

かと思うんじゃけど，そういう情報も全く入ってこんぐらい静かなかった話です。そうで

しょう。そうであるならば，私は，議員の皆さん方にもお伝えをしたいが，そこのところ

の原因分析とか，あるいは徴収の一係とか課とかという話じゃないんです。どっちにして

も，非正規職員のほうが四十何％で，かつてのような取り組みできん話ですよ。かつてで

あれば，こういう言い方がいいか悪いかわからんけれども，極めて限られた臨時職員とか

嘱託員さんならば，正職の構成比がウエートが高いから，どっかから四，五人でも選抜を

して，徴収対策特別班として班編成しょった話です，それが１年やるんか２年やるんか３

年やるんかは別にしても。じゃから，そういうこともなかなかできがたい状況になっとる

から，しかしそれでもなお９３％を確保しようとすれば，どうしたってあらゆる手段，あ
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らゆる政策の総動員して，現年度分の９３％を確保するというのは，またそれを現実に取

り組める課題とするためには，私はやはり時間的な猶予は要ると，こう思うんです。まだ

幾らか議論をして，部課長の皆さんも，そして職員の皆さんも，腹に落ちるというか，お

互いが納得をして，それで取り組んでいく体制をつくる，またそのシステムをつくり上げ

るには，今じゃったら絶対に私は９３％絶対確保しますというて，私は仮に市長が確約を

していただいたにしても，私は今の時点でその言葉を信じるということはできません。私

はそう思っています。ですから，私は，これで最後にします，答弁もいただきませんか

ら。私は，やはり今時点において，この国民健康保険税の平均５．７％の増税するための

条例案は時期尚早と，こういうふうな結論に達せざるを得ません。どうしても答弁をした

いと言うんなら，答弁いただいても構いませんが，それでなけらねば，これで終わります

んで。 

 以上です。 

議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（山村道信君） 済いません。いろいろ質疑を聞いてました。 

 私が聞きたいことがちらっと出てくるかなと思ったら出てこないので，本当に時間を押

してますが，あえてちょっと質問させていただきます。 

 先ほど，同僚議員から０．４の話ありましたが，あれも私も補正のところでちょっとお

尋ねしようかなというふうに思っとったんですが，同僚議員が言われたので，それ以上言

うことはございません。 

 ただ，今回の国保の値上げです。本当に状況としては四面楚歌に陥っている状況という

ふうに私は感じております。どちらにしてもない，ないがゆえに，仕方ないから一般会計

からある程度出したと。どうしようもない状況，これが今現状だろうと思うんです。私が

危惧するのは，２８年以降，じゃあどうなるのかということです。今現在，県がまたそっ

ちのほうを管轄するかもしれないという動きも見えてきてますけども，現状としては，ま

だはっきりしてない時点がある。そこで，今回例えばこういうふうになったとしても，２

８年以降の対応はどういうふうに考えておられるのか，これをお尋ねしたいということ

と，現在一人頭の医療費の金額ですね，療養諸費ですか，竹原が３８万８，３６０円とい

う金額が出てます。恐らく，これ健康体の人は，こんなには俺払ってないぞということを

言われるんじゃないかと思います。こんなにもお医者さんにかかってませんと言われる。

そこで，市のほうで把握されてるのか。要するに，この１人当たりの療養費を上回る治療
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を受けてる被保険者が何名おられるかというとこです。そういったところ，そしてその原

因っていうのはどういうことなのかというところもあわせてお尋ねしたい。 

 以上２件，よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） 市民健康課長。 

市民健康課長（森野隆典君） まず，１点目の２８年度以降はどうなるんかという見込み

でございますが，現在の料率改正をお願いしておりますのは，２７年度末で基金を１年，

３億円温存する，それまで段階的に基金を取り崩していくということで今回料率の改正を

お願いしております。２８年度以降は，残された基金の１．３億円と，いわゆる収支不足

で見込まれるものの差は，当然財源をどこから持ってくるかというふうな話になりますの

で，そこにつきましては，その２年後の見直しの時点で，また改めて検討するということ

で，２年ごとの見直しということで，今回料率改正をお願いしておるものでございます。 

 また，先ほど来の答弁の中で，部長のほうも国保の広域化というふうな国の大筋の見込

みというのを出しましたが，２９年度以降，今のところ国の方針では，都道府県化をした

国保の運営を開始するというふうな見込みでございますんで，それまでには２７年，２８

年中にお話といいますか，見込みというのは当然出るというふうに想定をしておりますの

で，そうした状況も勘案しながら，料率の改定等について検討していきたいというふうに

考えております。 

 また，先ほどお話ししました療養諸費の問題でございますが，療養諸費の金額というこ

とですが，これには入院，また入院外，歯科，調剤，入院時食事療養費，訪問看護，これ

に加えまして療養費等，いわゆる入院時の食事差額あるいは療養費，輸送費，こうしたも

ろもろのものを込めた数字がいわゆる療養諸費ということでお答えさせていただいており

ます。このうち，高額になったものが何人おるのか，あるいはまた１人当たりの単価等に

つきましても，個別に推計することできませんので，これはあくまで全体のかかった医療

費の中から国保の加入者等で割ったものを１人当たりのいわゆる単価としてお示しをして

おるということで，個々にどれぐらいかかったという数字については，ちょっと現状では

把握できておりませんので，御了解をお願いしたいと思います。 

議長（稲田雅士君） ６番。 

６番（山村道信君） 現状把握できないということの答弁でございました。 

 実は，こういう事例を私聞いたことがあるんです。東京都大島という島です。あそこ

で，大腸がん検診を全島民に対して行ったところ，医療費がぐっと下がったというニュー
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スを耳にしました。要するに，私は，そういった検診，検査です。社会保険の場合は，年

に１回の健康診断義務づけられてます，またこれ特定な職種によっては，年２回というこ

とで義務づけられてます，これを国民保険の被保険者も義務づける必要があるんじゃない

かなというふうに考えておるわけでございます。 

 また，一般会計から，本年度も大腸がん，子宮がん，乳がん検査等に約１，９１２万円

ほどの予算が組まれておりますけども，こういったところの再度考え合わすっていうんで

すか，見詰め直して，そういったところを検討するという必要があるんじゃないかなとい

うふうに考えるわけでございます。そのやり方としては，例えばそういうふうな国民健康

保険の割引制度に，例えばこういう検診，あるいは人間ドック受けたら何ポイント下がり

ますよというふうな形で反映することもできるんじゃないかということになるんです。と

にかく，まず早期発見，早期治療，こういうことによって高額医療費を減していくと。そ

れも一つの努力の方法じゃないかというふうに考えるわけです。ひとつ成り行きを見ると

いうこともあるんでしょうけども，まずできることからやっていって，少しでも保険料を

抑えていくという努力をお願いしたい。ひとつこれ今の徴収率の問題とあわせて，確かに

高額になることによって徴収することが非常に難しくなる，これも行き先見えてること。

といって，頑張りますと言ったって，じゃあどの程度本当に頑張れるのか。今回も，わず

か０．４ポイントだったと思うんです。その０．４ポイントが難しかったんだと思いま

す。その分をどこで抑えるかということを考えれば，今言った検診，受診の義務化という

ことを前向きに考えていただけたらどうでしょうか。答弁をいただいて，私の最終質問に

いたします。 

議長（稲田雅士君） 市民健康課長。 

市民健康課長（森野隆典君） 早期発見，早期治療という観点から，健康診査，保健指導

等の積極的に進めたらという御提言をいただいております。 

 これにつきましては，全体の医療費を抑制するためにも，こうした方策は一番有効的と

いうふうに考えております。また，他市町の事例等を見ましても，例えば健診の自己負担

分を無料にするというふうな市町の状況も承知しておりますので，今後健診率上昇に向け

てどういった方策がとれるかということにつきまして，また随時検討していきたいと思い

ますので，よろしくお願いいたします。 

議長（稲田雅士君） これをもって……。 

（１４番脇本茂紀君「議事進行」と呼ぶ） 
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 １４番。 

１４番（脇本茂紀君） 質疑の過程で議員一人一人がこれから判断をする，あるいは賛成

反対の討論をするという意味でも，十分腹におさめて結論を出す必要があると思いますの

で，明日このままの形で再開して，しっかりみんなの腹におさめた結論を出すような議事

の進行をお願いしたいと思います。 

議長（稲田雅士君） 暫時休憩します。 

              午後４時１６分 休憩 

              午後４時１７分 再開 

議長（稲田雅士君） 休憩を解いて会議を再開いたします。 

 質疑の途中ですが，明３月４日午前１０時から会議を再開することとし，本日はこれに

て散会をいたします。 

              午後４時１７分 散会 


